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１ 千歳市第６期総合計画総括の実施について 

 

（１）千歳市第６期総合計画総括の実施について 

 

総合計画とは、まちづくりを進めていくうえで最上位に位置づけられる計画であり、

まちづくりの目標とその実現方法を示したものです。 

 千歳市第６期総合計画は、平成23年度から令和２年度を計画期間とし、将来都市像を

「みんなで生き生き 活力創造都市 ちとせ」と定め、活力と発展が持続するまちづく

りを進めてきており、この結果、全国的に人口減少が進む中、本市の人口は増加を続け

ております。 

この将来都市像の実現に向けて、まちづくりの基本目標と行政経営の基本目標を設定

しました。 

この目標に基づき、市では人とまちが生き生きと輝き、市民の笑顔が行きかうまちづ

くりを進めてきました。 

この間、少子高齢化や情報化の進展、地方分権改革など社会経済環境が大きく変化し、

さらに人口減少や長引く景気低迷の影響などにより、都市構造や行財政構造などに様々

な変化が生じました。これらの状況を踏まえ、市のこれまでの取組や各施策の達成状況

を明らかにするため計画の総括を行いました。 

  総括にあたっては、行政評価に基づき各施策の「施策の達成度」を総合的に評価して

います。 

 

（２）総合計画の構成 

 

  千歳市第６期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画で構成しています。 

  基本計画は中間年度である平成27年度に中間見直しを行い、各種施策や事業を展開し

てきました。 

 

【図：総合計画の期間と行政評価システム】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

総
合
計

画
の
期
間

行
政

評
価

シ
ス

テ
ム

毎年度見直し

基本構想 目標年次：令和２年度

基本計画
平成23年度～平成27年度

実施計画（第１期）
平成23年度～平成25年度

基本計画（改訂版）
平成28年度～令和2年度

実施計画（第２期）
平成24年度～平成26年度

施策評価の実施

事務事業評価の実施

実施計画（第３期）
平成25年度～平成27年度
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（３）施策の体系 
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(1) 防災対策の充実 54

(2) 災害時要配慮者の支援 55
１　防災対策の充実
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市
民
協
働
に
よ
る

自
主
自
立
の
行
政
経
営 ２　自主自立の行財政システムの確立

(3) 電子自治体の推進 135

(4) 広域行政の推進 136

(1) 効率的で質の高い行政運営の推進

(2) 健全な財政運営 134

(3) 開かれた行政の推進 131

(4) 自衛隊との共存共栄 132

(1) 市民協働によるまちづくり 129

(2) 広報広聴の充実 130
１　みんなで進めるまちづくり

(1)

133

公園緑地の保全と整備 127

(2) 参加と協働による緑化の推進 128

(2) 安全で快適な市道の整備 125

５　緑地の保全及び緑化の推進

(1) 公共交通の機能の充実 126４　公共交通の充実

(2) 新千歳空港を核とした地域活性化 123
２　空港を核としたまちづくりの推進

(1) 広域道路網の整備促進 124

(3) 中心市街地のにぎわい再生 121

１　魅力ある市街地の形成

(1) 新千歳空港の機能充実の促進 122

３　道路体系の整備

活
力
あ
る
産
業
拠
点
の
ま
ち

(1) 成熟した市街地の形成 119

(2) 総合的な都市景観の形成 120

９　観光の振興

(1) 雇用対策の推進

都
市
機
能
が
充
実
し
た
ま
ち

117

(2) 勤労者福祉の促進 118
１０　雇用の安定

(2) 観光客の満足度を高める受入れ環境の充実 115

(3) 観光客誘致宣伝活動の推進

７　商業の振興

(1) 集荷・物流機能の確保 113８　流通機能の充実

(1) 観光都市としての魅力づくり 114

(2) 中小企業の経営支援 111

(3) 魅力ある地域特産品の創出 112

(2) 高度技術産業集積地域の形成 109

116

(1) 商業機能の活性化 110

(2) 立地企業等の支援 107
５　工業の振興

(1) 光科学技術の研究開発拠点の形成 108

(2) 内水面漁業の育成 105
４　内水面漁業の振興

(1) 企業誘致の推進 106

６　高度技術産業の集積

２　優良農地の確保

(1) 森林の整備と保全 103３　林業の振興

(1) ヒメマス資源の保護・増殖 104

(1) 生産性の高い土地基盤整備の推進 101

(2) 農業用施設の適正管理による災害防止 102

(3) 環境と調和した農業の推進 99

(4) 都市と農村の交流促進 100

(1) 農業経営の強化 97

(2) 農業の担い手の育成・確保 98
１　農業の復興　
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（４）総括報告書の見方 

 

① 基本的な考え方 

 総括の対象は、千歳市第６期総合計画基本計画（改訂版）に位置づけられた136施策

としています。 

 

② 取組の結果（内容） 

 計画期間内（平成23年度から令和2年度末までにどのような取組が行ったのかを記載 

しています。 

 

③ 総括の記載事項「施策の達成度」 

 「施策の達成度」は、下記の評価基準に基づき４段階評価としています。計画期間
の取組全体を振り返り、総合計画に書かれている内容と照合するとともに、社会情
勢の影響等も踏まえ、総合的に「施策の達成度」を判断しています。 

 
 ＜施策の達成度の考え方１＞（定量評価＋定性評価） 
 

成果指標が施策の意図の一部だけ反映している指標を設定している場合は、「成果
指標の結果（定量評価）」のほか、「取組の結果（定性評価）」やアンケート調査の結
果など、様々な取組結果を踏まえ、総合的に「施策の達成度」を評価しています。 

達成度 施策の達成度（定量評価＋定性評価） 

Ａ 達成できた 

Ｂ おおむね達成できた 

Ｃ あまり達成できなかった 

Ｄ 達成できなかった 

 

＜施策の達成度の考え方２＞（定量評価） 

 
設定した成果指標が、施策の意図を反映した満足度や充実度などの指標（理想的な

指標）である場合は、「成果指標の達成率」のみで施策の達成度を評価しています。 
 

達成度 施策の達成度＝成果指標の達成率（定量評価） 

Ａ 成果指標の達成率がおおむね 90％以上 

Ｂ 成果指標の達成率がおおむね 70～90％程度 

Ｃ 成果指標の達成率がおおむね 50～70％程度 

Ｄ 成果指標の達成率がおおむね 50％以下 

 

※ 評価結果については、本市の施策は多岐にわたり、その状態を数値で一律に表す

のは困難であることから、おおむね＜施策の達成度の考え方１＞による総合的な

評価となっています。 

 

④ 総括の記載事項「評価理由」 

 「施策の達成度」に対する評価理由を総合的に記載しています。 
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２ 千歳市第６期総合計画総括の結果について 

 

（１）千歳市第６期総合計画総括結果 
施策の達成度については、「Ａ」評価が 77施策（56.6％）、また「Ｂ」評価が 59施策（43.4％）

となり、達成できなかった「Ｃ・Ｄ」評価の施策は無く、総合計画全体ではおおむね目標が達

成できたといえます。 

 

（２）施策の達成度について 
施策の「施策の達成度」については次のとおりとなりました。 

 

第１ あったかみのある地域福祉のまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策名 達成度
施策
番号

コミュニティ活動のしっかりした地域づくり B 1

安心して利用できる福祉サービスの仕組みづくり A 2

だれもが活動しやすい環境整備と福祉活動を担う人材の確保 B 3

地域の特性が生かされた活発な地域づくり B 4

健康づくり対策の充実 B 5

成人保健対策の充実 B 6

母子保健対策の充実 B 7

感染症予防対策の充実 B 8

地域基幹病院としての医療体制の充実 B 9

救急医療体制の充実 B 10

高齢者の在宅生活支援 A 11

高齢者福祉施設への支援 A 12

介護保険事業の充実 A 13

障がい者福祉サービスの充実 B 14

相談支援及び情報提供体制の充実 B 15

社会参加促進及び就労支援の充実 B 16

日常生活基盤の充実 B 17

早期療育体制の充実 A 18

肢体不自由児者の機能訓練の充実 B 19

児童福祉の充実 A 20

ひとり親家庭の支援体制の充実 A 21

地域子育て支援の充実 A 22

児童の健全育成 A 23

保育の充実 A 24

低所得者の福祉の充実 A 25

アイヌの人たちの福祉の向上 A 26

国民年金制度の普及・啓発 B 27

国民健康保険事業の充実 B 28

高齢者医療制度の推進 A 29

消費生活の充実 B 30

市民相談の充実 B 31

男女共同参画の促進 B 32

女性の権利侵害の防止と問題解決への支援 B 33

展開方針

1
あったかみのあるまちづ
くり

2 保健予防対策の充実

3 医療の充実

4 高齢者福祉の充実

5
障がい者及び障がい児の
福祉の充実

6 子育て支援の充実

7 市民生活の安定

8 男女共同参画社会の実現
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第２ 人と地球にやさしい環境のまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 人と地球にやさしい環境のまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策名 達成度
施策
番号

低炭素社会形成の推進 B 37

環境にやさしいエネルギー活用の推進 A 38

環境学習の推進 A 39

環境保全における地域間交流等の推進 A 40

自然環境保全対策の推進 A 41

自然環境保全意識の啓発 B 42

環境監視及び測定体制の充実 A 43

環境保全に係る指導などの推進 A 44

ごみの減量化の推進 A 45

リサイクルの推進 A 46

ごみ収集の充実 A 47

ごみ処理体制の充実 A 48

し尿収集・処理体制の確保 A 49

環境衛生の向上 B 50

愛がん動物飼育者への啓発・指導 B 51

公共下水道施設の充実 A 52

公共下水道認可区域外地区の生活排水処理の充実 A 53

展開方針

5
廃棄物の減量化と収集処
理の充実

6 生活環境衛生の向上

7
快適に暮らせる下水道の
充実

1 地球環境保全の推進

2 環境保全行動の実践

3 自然環境の保全

4 環境保全対策の推進

施策名 達成度
施策
番号

防災対策の充実 A 54

災害時要配慮者の支援 B 55

交通安全対策の充実 A 56

交通安全環境の整備 B 57

3 防犯対策の充実 防犯対策の充実 A 58

消防・救急基盤の高度化 A 59

消防・救急組織の充実強化 B 60

火災予防の推進 B 61

住宅対策の充実 A 62

公営住宅の整備 A 63

耐震・耐久性に優れた家づくりの促進 A 64

省エネルギーや人にやさしい住まいづくりの促進 A 65

6
快適・安全な冬の都市環
境づくり

雪に強い生活環境の充実 A 66

7
安心して暮らせる川づく
りの推進

治水事業の推進 A 67

航空機騒音対策・移転跡地活用の推進 B 68

防衛施設周辺対策の推進 A 69

9 安全で安定的な水の供給 水道給水の充実 A 70

展開方針

4 消防・救急体制の強化

1 防災対策の充実

2 交通安全の推進

5 住宅環境の整備

8
防衛施設周辺の諸障害対
策の推進

施策名 達成度
施策
番号

活力あるコミュニティ組織づくり B 34

コミュニティ活動の促進 B 35

移住・定住の促進 A 36

展開方針

9
心のふれあうコミュニ
ティづくり
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第４ 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策名 達成度
施策
番号

学びあえる仕組みづくりの推進 A 71

市民活動の活性化とネットワーク体制の充実 A 72

未来の社会を担う人づくりのための機会の創出 A 73

2 幼稚園教育の充実 幼稚園教育の充実 B 74

快適な学校環境の整備 B 75

教育活動の充実 A 76

安全・安心な教育環境の充実 A 77

特別支援教育の充実 A 78

学校を支える組織の充実 A 79

教育相談・指導の充実 A 80

学校給食の充実 B 81

4 高等学校教育等の充実 教育機会の拡充 A 82

学習機会の充実 A 83

家庭教育の充実 A 84

社会教育施設の充実 A 85

文化鑑賞機会の充実 A 86

文化活動の推進 A 87

文化財の保護と保存 A 88

郷土資料の公開と活用 B 89

伝統文化の保存と継承 B 90

生涯スポーツの啓発と普及 B 91

スポーツ施設の充実 A 92

青少年健全育成活動の推進 A 93

青少年の非行防止 A 94

人と地域が育む国際交流の推進 B 95

人と地域が育む姉妹都市交流の推進 A 96

7 文化財の保護と活用

展開方針

8 生涯スポーツの推進

9 青少年の健全な育成

10 多様な地域間交流の推進

1 生涯学習のまちづくり

3 小中学校教育の充実

5 社会教育の充実

6 市民文化の創造
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第５ 活力ある産業拠点のまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 都市機能が充実したまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策名 達成度
施策
番号

農業経営の強化 B 97

農業の担い手の育成・確保 B 98

環境と調和した農業の推進 B 99

都市と農村の交流促進 B 100

生産性の高い土地基盤整備の推進 A 101

農業用施設の適正管理による災害防止 A 102

3 林業の振興 森林の整備と保全 B 103

ヒメマス資源の保護・増殖 A 104

内水面漁業の育成 A 105

企業誘致の推進 A 106

立地企業等の支援 A 107

光科学技術の研究開発拠点の形成 B 108

高度技術産業集積地域の形成 B 109

商業機能の活性化 B 110

中小企業の経営支援 A 111

魅力ある地域特産品の創出 B 112

8 流通機能の充実 集荷・物流機能の確保 B 113

観光都市としての魅力づくり B 114

観光客の満足度を高める受入れ環境の充実 B 115

観光客誘致宣伝活動の推進 A 116

雇用対策の推進 A 117

勤労者福祉の促進 B 118

6 高度技術産業の集積

7 商業の振興

9 観光の振興

10 雇用の安定

展開方針

5 工業の振興

1 農業の振興

4 内水面漁業の振興

2 優良農地の確保

施策名 達成度
施策
番号

成熟した市街地の形成 B 119

総合的な都市景観の形成 B 120

中心市街地のにぎわい再生 B 121

新千歳空港の機能充実の促進 A 122

新千歳空港を核とした地域活性化 B 123

広域道路網の整備促進 A 124

安全で快適な市道の整備 B 125

4 公共交通の充実 公共交通の機能の充実 A 126

公園緑地の保全と整備 A 127

参加と協働による緑化の推進 A 128

展開方針

5
緑地の保全及び緑化の推
進

1 魅力ある市街地の形成

2
空港を核としたまちづく
りの推進

3 道路体系の整備
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市民協働による自主自立の行政経営 

施策名 達成度
施策
番号

市民協働によるまちづくり B 129

広報広聴の充実 A 130

開かれた行政の推進 A 131

自衛隊との共存共栄 A 132

効率的で質の高い行政運営の推進 B 133

健全な財政運営 B 134

電子自治体の推進 A 135

広域行政の推進 A 136

展開方針

1
みんなで進めるまちづく
り

2
自主自立の行財政システ
ムの確立
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取組の結果（内容）

地域福祉フォーラム、平成27年度度からは地域福祉推進員による地域福祉ネットワーク会議、地域福祉勉強会を開催し、地域福祉の
理念の普及を図った。
地域の身近な相談役である民生委員児童委員による支援・相談体制の促進のため、その活動支援を行っている。

施策の達成度
評価理由

地域の課題や地域づくりなどをテーマに、地域福祉フォーラム、地域福祉ネットワーク会議や地域福祉勉強会等を開
催し、地域福祉の理念の普及を図っている。地域の身近な相談役である民生委員児童委員の活動支援により、地域
住民などによる生活課題への支援・相談がしっかりした地域づくりを促進している。B

評価理由

福祉のまちづくりの担い手となる市民や、ボランティアが活動しやすい社会づくりのため、ボランティアセンターの運営
や、福祉団体の活動支援等を行っている社会福祉協議会へ、その運営のほか、身障ボランティア育成、ボランティア
活動、福祉団体活動助成などの支援を行い、地域福祉を担う人材の育成を図っている。

施策の達成度

施 策 名 コミュニティ活動のしっかりした地域づくり 1
担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順）

３　各施策の取組結果

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 あったかみのあるまちづくり 施策番号

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

しあわせサポートセンターを平成26年度に設置し、相談や、情報提供、サービス利用の支援等を行う団体の入居により、市民が福祉
サービスを利用しやすい体制づくりを行った。
令和元年には成年後見支援センターを設置し、制度利用の支援を行っている。地域福祉サービス総合ガイドブックを作成し、毎年更新
している。福祉サービスの質の向上の意識を高めるため、オンブズマン事前同意事業者増加に努めている。

施策の達成度
評価理由

平成26年度にしあわせサポートセンターを設置し、相談やサービス利用の支援を行う各種団体が入居することによ
り、市民が福祉サービスを利用しやすい環境づくりを行った。
令和元年度には成年後見支援センターを開設し、今後高齢化が進む社会において、更に制度の利用が見込まれる
成年後見制度についての相談体制を整えた。
また、オンブズマン事前同意事業者数は増加しており、福祉サービスの質の向上の意識を高め、申立の対象となるよ
うなサービス低下の抑制につながっている。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 あったかみのあるまちづくり 施策番号

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 あったかみのあるまちづくり 施策番号

施 策 名 安心して利用できる福祉サービスの仕組みづくり 2
担 当 課 保健福祉部福祉課

B

施 策 名 だれもが活動しやすい環境整備と福祉活動を担う人材の確保 3
担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

ボランティアセンターの運営や、福祉団体の活動支援等を行っている社会福祉協議会へ、その運営のほか、身障ボランティア育成、ボ
ランティア活動、福祉団体活動助成などの支援を行っている。
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基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 あったかみのあるまちづくり 施策番号

施 策 名 地域の特性が生かされた活発な地域づくり 4

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 保健予防対策の充実 施策番号

施 策 名 健康づくり対策の充実 5
担 当 課 保健福祉部健康づくり課

担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

活発な地域づくりのため、高齢者、障がい者、福祉関係者の組織する福祉団体等に対し福祉バス２台を運行している。
各種団体や、専門職も参加する地域福祉ネットワーク会議や、地域福祉勉強会の開催などにより、地域活動への情報提供や、課題の
共有を図った。

施策の達成度
評価理由

勉強会やネットワーク会議により、地域福祉の理念の普及を行い、地域活動の促進を図っている。
福祉バスの運行により、高齢者、障がい者、福祉関係者の組織する福祉団体や町内会等の団体育成が助長されて
いる。車椅子用リフト付バスは、普段外出の機会の少ない方の活動を支援している。福祉バスのニーズは高く、活発
な地域づくり促進につながっている。Ｂ

施 策 名 成人保健対策の充実 6
担 当 課 保健福祉部健康づくり課

関係課（組織順） 保健福祉部障がい者支援課、保健福祉部市民健康課

取組の結果（内容）

平成23年度からゲートキーパー養成講座の開催やうつスクリーニングチェック表の配布、特に若年層対策として相談先一覧カードの配
布やストレスチェックサイトを設置しするなどの自殺対策を開始し、自殺率が低下してきている。
個別計画として、市健康増進計画、食育推進計画自殺対策計画を策定し、進捗管理をしながら保健事業を進めてきている。

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

・食育に関心は講演会の開催時に調査しており、直近の令和２年度は中止しているために未調査であるが、平成26年度以降、目標値
96.0％を超え、感心だが高まっている。
・健康まつりについては、地震や新型コロナウイルス感染症の影響で中止した年もあったが、毎回概ね1,000名前後の来場があった。

施策の達成度
評価理由

・食育推進のため、関係部署及び関係団体が様々な分野で食育事業を継続して取り組んだことにより、啓発活動の
成果が得られていると考えられる。
・健康まつりについて、開催した年は概ね1,000名前後の来場者があることや、来場者アンケート調査においても、６割
以上の方が複数回の参加で、９割強の方に好評をいただいていることから、市民の健康づくりに対する関心の高さが
うかがえるため、、一定の成果は得られているものと考えられる。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 保健予防対策の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

・各種検診受診率向上を目的に、様々な機会を活用した周知及び企業やボランティア等の団体と協定を活用した啓
発活動、電話や文書による個別勧奨などの取り組みを行ってきた。また、受診しやすい環境整備として、土日や早朝
検診に加え保育の整備、市内医療機関への委託の拡大などを実施し新規受診者の確保など一定の効果を上げてき
た。
・受診率の推移は、ほぼ横ばいから低下傾向にあるが、これは国の補助事業である無料クーポン券事業の廃止等に
伴う受診数の減少が大きく影響していることと、就労人口の増加に伴い、事業所等で受診機会のある市民が増加して
いることが予想される。
・第２次千歳市健康づくり計画に基づき事業を推進しているほか、第３次千歳市食育推進計画、新たに千歳市生きる
を支える自殺対策計画がスタートし、心身の両面において、企業・事業所等と連携しながら事業を展開している。ま
た、健康づくりに関するボランティアの活動や、民間企業との連携も得て事業を進めている。

B

121212



施 策 名 母子保健対策の充実 7
担 当 課 保健福祉部母子保健課

関係課（組織順） こども福祉部こども家庭課

取組の結果（内容）

母子健康手帳交付時には妊婦が不安を軽減できるよう相談に応じ、母親教室や両親教室では妊娠期に必要な情報や実技を提供し、
安心して出産や育児に臨むことができるよう支援している。
集団による乳幼児健診は、４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診を実施しており、乳幼児の疾病や運動機能、視聴覚障がいな
どの早期発見、育児支援を行い、乳幼児および保護者の健康の保持、増進に努めている。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 保健予防対策の充実 施策番号

施 策 名 感染症予防対策の充実 8
担 当 課 保健福祉部母子保健課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

予防接種法に基づき、定期接種を実施している。Ａ類疾病（BCG・DPT-IPV・MR・子宮頸がん・ヒブ・肺炎球菌・水痘・日本脳炎 H28.4月
～・Ｂ型肝炎 H28.10月～・ロタウィルス R2.10月～）、Ｂ類疾病（高齢者インフルエンザ・高齢者肺炎球菌）

施策の達成度

評価理由

　妊婦健康診査、乳幼児健康診査は母子保健法で実施が定められており、妊婦や乳幼児の健康の保持増進や疾病
の予防、早期発見には欠かすことができない事業である。
　妊婦ネウボラにより個別支援が充実し、母親教室や両親教室においては初めての妊娠出産に対する不安の解消や
仲間づくりにつながっている。
　乳幼児健康診査については、令和２年度は新型コロナウィルス流行による受診控えの影響によりやや受診率は低
下したが、例年受診率は高く、発育、発達や健康状態の確認などのニーズも高いと考えられる。直接、児や保護者と
面接できる機会であり、孤立した育児にならないよう相談に応じ、ネウボラや子育て支援センター等のサービスの紹
介を行うとともに、保護者との面談の中で、虐待の予防や早期発見の視点を持ちながら支援を行っている。未受診者
については、家庭訪問のほか、医療機関や認定こども園等関係機関に連絡し、状況を確認している。
　今後も、妊婦が安心して妊娠期を過ごし、子どもが健やかに成長し、親が孤立せず安心して育児ができるための支
援を継続して実施することが必要である。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 保健予防対策の充実 施策番号

施 策 名 地域基幹病院としての医療体制の充実 9
担 当 課 市民病院事務局総務課

関係課（組織順） 市民病院事務局施設課、経営戦略室経営企画課、医事課

取組の結果（内容）

  地域の基幹病院として医療体制の確保や医療機能の充実を図るため、最大の課題である医師の確保に様々な手法を駆使し継続的に取り組んだ
結果、令和２年には目標値である35名の医師を確保し、達成率は100％となった。また、平成29年には地域全体で質の高いサービスを提供する地
域完結型医療の実現を可能とする「ちえネット」を導入し、地域医療機関との円滑な患者紹介・逆紹介や患者情報の共有を行い、地域全体で市民
の安全・安心に資する医療提供体制を構築している。市内医療機関の診療体制の変化に伴い、令和元年６月30日に小児一次救急の受け入れ中
止以降、24時間365日小児二次救急の受け入れ体制を確保し、地域の基幹病院としての役割を担っている。

施策の達成度
評価理由

　予防接種法において、市町村長が定期の予防接種を実施することと規定されており、疾病の発生及びまん延を予
防するために必要な事業である。
　予防接種率について、令和２年度は新型コロナウィルス流行による病院受診控えの影響により、接種率はやや低下
したが、例年高い接種率を維持している。また、市内にて接種ができない場合は他市町村に依頼し、接種を実施して
いる。
　予防接種をしない主義の者や疾病等で接種を禁止されている者がいるため接種率が100％となることは難しいが、
今後も予防接種の必要性について周知を継続し、接種率の向上を目指し、感染症の予防に努めていく。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 医療の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

医療職員の確保についての指標である「常勤医師数」については目標値を達成した。今後も継続して医師の確保に
努め、更なる診療体制の充実を図っていく。地域医療体制の指標である「患者紹介率」「逆紹介患者率」の実績値は
順調に推移しており、引き続き、地域完結型医療体制の充実を推進する。高度医療機器の整備については、防衛省
補助を活用し計画的かつ継続的に整備を進めており、高度医療の提供と医療機能の充実に向けて、地域の基幹病
院として役割を果たしている。

B
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施 策 名 救急医療体制の充実 10
担 当 課 保健福祉部救急医療課

関係課（組織順） 保健福祉部健康づくり課

取組の結果（内容）

　内科系１次救急医療の診療体制を確保し、安心・安全な救急医療を市民に提供するため、休日夜間急病センターを運営した。また、
外科系１次救急医療体制を確保するため、千歳医師会に在宅当番医による休日・夜間の診療業務を委託した。２次救急医療を担当す
る医療機関に対しては、運営費補助金を交付した。外科系１次救急医療の診療空白日を低減するための取組として、市内外の医療機
関と救急医療支援協定を締結した。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 医療の充実 施策番号

施 策 名 高齢者の在宅生活支援 11
担 当 課 保健福祉部高齢者支援課

関係課（組織順） 保健福祉部健康づくり課

取組の結果（内容）

　高齢者が健康を維持し、在宅生活を送るこができるよう、老人クラブ育成事業等による積極的な社会参加や高齢者福祉サービス利
用券助成事業による外出の機会を増やす事業等を実施した。また、高齢者が安心・安全に在宅生活を送ることができるよう緊急通報シ
ステム整備事業による見守り等を行った。

施策の達成度
評価理由

 平成29年９月に内科系１次救急を担う休日夜間急病センターが開設し、課題であった内科系の診療空白日が無くな
り、１年を通じて365日急病センターにおいて診療を実施することとなった。また、深夜０時までとなっていた診療時間も
午前７時までに延長するなど、空白日及び空白時間が解消でき、診療体制がより強化された。
　外科系１次救急については、医療スタッフの確保が難しい状況の中、診療空白日の解消に向けて、千歳医師会との
業務委託を継続して実施したほか、市内開業医が医療機関に出向いて診療を行う「医師派遣システム」を実施し、限
られた医療資源の有効かつ効果的な運用に努めた。また、近隣市の医療機関と救急医療支援協定を継続して締結
する等、更なる救急医療体制の充実に努めるとともに、24時間対応の健康・医療相談体制の継続を実施し、健康や
病気などに関する不安の解消、救急医療の適切な受診の促進等の普及啓発を図った。
　なお、成果指標の達成状況を「救急外来受診者数」としているが、新型コロナウイルス感染症の影響、インフルエン
ザ患者数が低水準で推移したこと、土日診療を行う医療機関の開設などにより、受診者数が減少している。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 高齢者福祉の充実 施策番号

施 策 名 高齢者福祉施設への支援 12
担 当 課 保健福祉部高齢者支援課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　養護老人ホーム、特別養護老人ホームなどの各施設の整備に係る資金について、補助等により利子補給を行うことで財政的支援を
行った。また、千歳市高齢者福祉計画・第７期千歳市介護保険事業計画に基づく施設整備事業等を行った。

施策の達成度
評価理由

福祉サービス利用券助成事業は、年々対象者が増加しており、支給率及び利用率ともに十分な成果が得られてい
る。緊急通報システム整備事業は、アナログ回線しか利用できず、設置台数が減少傾向になっているため、見直しが
必要である。老人クラブ育成事業は、老人クラブ連合会に補助金を交付することにより、健康づくり、生きがいづくりに
繋がる各種の事業を展開しているが、会員数が減少傾向にあり、若手会員をはじめとしてクラブの自主的な取組みと
して、会員の増加を図る必要があり、全体として目標はおおむね達成できている。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 高齢者福祉の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

養護老人ホーム、特別養護老人ホームなどの各施設の整備に係る資金について、補助等により利子補給を行うこと
で財政的支援に繋げている。また、千歳市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画に基づく施設整備につい
ては、認知症対応型共同生活介護及び小規模多機能型居宅介護はそれぞれ2事業所、地域密着型通所介護は広域
型の通所介護を1事業所を整備し、全体として目標は達成できている。A
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施 策 名 介護保険事業の充実 13
担 当 課 保健福祉部高齢者支援課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　高齢者が、介護又は支援を必要とする状態となることを予防するとともに、介護を必要とする状態等になった場合も、可能な限り地域
で自立した生活を営むことができるよう、介護保険法に基づき、介護保険給付事業のほか、包括的支援事業、介護予防事業、認知症
総合支援事業、在宅医療介護連携推進事業、生活支援体制整備事業等の地域支援事業等を実施した。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 高齢者福祉の充実 施策番号

施 策 名 障がい者福祉サービスの充実 14
担 当 課 保健福祉部障がい者支援課

関係課（組織順） 市民環境部国保医療課

取組の結果（内容）

障がいのある人が「自立」した生活を住み慣れた地域で送ることができる社会の実現を目指して、障害福祉サービスほか障がいのある
人の日常生活支援などの各種障害福祉施策が網羅されており、個々の事務事業の充実強化と連携を図ることで、地域課題の解決と
障害のある人の自立に向けた支援を提供することができている。

施策の達成度
評価理由

介護保険事業は介護保険法に基づき、介護保険給付事業、地域支援事業等を展開している。介護保険給付事業に
ついては、法に基づき適切に運営されている。また、地域支援事業については、在宅医療介護連携推進事業では、千
歳市在宅医療・介護連携支援センターを設置し、医療機関・介護事業所等の関係者の顔の見える関係を目指した研
修事業や入退院ルールや見取り体制の構築等に取り組んでいる。認知症総合支援事業では、認知症初期集中支援
チームによる支援や認知症地域支援推進員による映画や講演会などの周知啓発や関係者の連携体制の構築に取り
組んでいる。生活支援体制整備事業では、「ちょこっと茶屋」「いぶすき茶屋」などスーパーや民生委員町内会やボラ
ンティアなどの協力を得て高齢者の社会参加や高齢者が集まる場所を創設した。介護予防事業については、千歳市
介護予防センターで介護予防教室やサロン事業への支援を行うなど全体としておおむね目標は達成できている。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施 策 名 相談支援及び情報提供体制の充実 15
担 当 課 保健福祉部障がい者支援課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳市障がい者総合支援センターと千歳市地域生活支援センターにおいて、障がいのある人やその家族に対し、相談業務を実施して
いる。コミュニケーション支援事業は、聴覚に障がいのある人に対する手話通訳者や要約筆記者の派遣と視覚に障がいのある人のた
めに点字図書室において点字図書、録音図書を提供している。

施策の達成度
評価理由

障がいのある人が地域で自立した生活を送ることができるよう、障害福祉サービスや地域生活支援事業のサービス
の提供体制の確保を図るとともに、相談支援事業者などと連携し、各種障害福祉サービスの周知やニーズの把握に
努めたことにより、本施策に掲げる各事業については、概ね計画どおりに推進することができた。B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

障がいのある人や家族、介助者等が抱える様々な問題を身近な場所で相談できるよう障がい者総合支援センターが
中心となって関係機関と連携を図り、情報提供や専門的な助言、他機関との調整等総合的な相談支援に努めたが、
相談支援専門員の確保が難しいことなどから、障がい者総合支援センターでの相談件数が目標を下回る結果となっ
た。Ｂ
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施 策 名 社会参加促進及び就労支援の充実 16
担 当 課 保健福祉部障がい者支援課

関係課（組織順） 総務部職員課、保健福祉部福祉課、保健福祉部障がい者支援課

取組の結果（内容）

障がい者福祉サービス券については、Ｒ２年度は新型コロナウイルスの影響を受け利用率が低下したものの支給率・利用率ともに高
い水準で推移しており、社会参加促進に一定の効果を上げているものと思われる。また、就労支援については、新規一般就労者数の
実績値は低い水準とはなっているが、障がい特性から職場定着に結びつかないケースがあるためであり、一方で就労後の定着支援は
着実に実施しており、一般就労の促進に向けた取組を進めているところである。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施 策 名 日常生活基盤の充実 17
担 当 課 保健福祉部障がい者支援課

関係課（組織順） こども福祉部こども療育課

取組の結果（内容）

施策を構成する事務事業は、いずれも生活の拠点となる 「住まい」に関するものであり、障がいのある人の地域生活を支援する上での
根幹となる事業である。障がい者住宅改修資金助成事業は、障害者総合支援法に基づく日常生活用具給付等事業や介護保険法に基
づく同様の事業を補完するために実施している事業であり、緊急通報システム整備事業は、重度の障害のある人が在宅する世帯に緊
急通報設置し、火災・急病・事故等の緊急時の連絡体制を確保する。

施策の達成度
評価理由

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、個々の障がいの状況に応じた日常生活や社会生活
を営むための支援が必要であり、障がいのある人のニーズを踏まえた障害福祉サービスや地域生活支援事業等の
充実に努めてきたところであり、本施策に掲げる事業のうち自立支援教育訓練等助成は低調ではあるが、その他の
事業については概ね計画どおりに推進することができた。B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施 策 名 早期療育体制の充実 18
担 当 課 こども福祉部こども療育課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

近年、療育の活用について市民の認識が高まっており、発達委相談の利用や健診などを通じた成長状況の把握が進むことにより心身
の発達に支援が必要な乳幼児が増加していることは、市内特別支援学級数や通所支援事業所数の推移から見ても明らかであり、乳
幼児期からの発達相談や療育指導へのニーズは、近年、急速に高まっている。　市内に居住する児童が必要な時期に適切な支援を受
けることができる体制つくりは子どもの健全な発達を促すために必要であり、施策の実現に欠かせない事業である。　また、令和２年４
月に「児童発達支援センター」として、市内関係機関との連携を積極的に図っており、本事業は概ね成果が得られている。

施策の達成度
評価理由

成果指標の達成状況は低調に推移しているものの、障がいのある人が安心して安全に生活するためには、住まい・
生活環境などの日常生活基盤の整備は必要不可欠な施策である。障害福祉サービスや地域生活支援事業などを補
完するものであり、今後も引き続き実施していく。B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　療育指導については、保護者のニーズの多様性にこたえられるよう、職員が子どもたちの特性を学び、発達支援の
技術向上に努めてきたことが満足度に現れたと考えられる。また、令和２年４月に「児童発達支援センター」となったこ
とから、市内の認定こども園や幼稚園をはじめ、学校や民間通所支援事業者などの関連事業所とアウトリーチ型の支
援を通して市内の関係機関と積極的に連携をとり、間接的な支援体制の構築に努めたことも、保護者の安心感につ
ながり、満足度につながったものと考えられる。

Ａ
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施 策 名 肢体不自由児者の機能訓練の充実 19
担 当 課 こども福祉部こども療育課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　当該事業の該当者が、定期的に機能訓練等を受けることのできる機関は現状としては充足している状況ではない。これら機能訓練を
受けることのできる機関とは、補装具の調整や、支援内容の検討などについて連携を取りつつ業務を進めているところであり、このよう
な取り組みを契機に、受け入れ事業所の拡充につながることを目標としている。現状では概ね効果的な施策として考えているが、市内
の社会資源の増加により、一部、見直し等の余地がある。また、機能訓練の継続により身体障害の二次障害を予防または軽減するこ
とができており、それらの予防により高齢となった保護者が当該事業の該当者に対する介護を行う際の負担軽減につながるため、継続
した機能訓練は必要である。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 障がい者及び障がい児の福祉の充実 施策番号

施 策 名 児童福祉の充実 20
担 当 課 こども福祉部こども政策課

関係課（組織順） 市民環境部国保医療課、保健福祉部母子保健課、こども福祉部こども家庭課

取組の結果（内容）

　乳幼児を育てている子育て世帯に、乳幼児紙おむつ用ごみ袋を個別配布するとともに、子育てに関する情報を提供し子育て世帯を
支援した。児童虐待の早期発見や予防、また要保護児童に対し、適切に対応するため地域における関係機関と密接な連携・協力体制
を築いた。

施策の達成度
評価理由

　利用者からのニーズはあるものの、利用者の多くは、30代後半～40代前半であり、保護者（介助者）は高齢化がす
すんでいる。本人の体調不良だけでなく、介助者の体調不良や傷病（腰痛等）により、通園が難しい場合が多くなって
いることから、適切な機能訓練を受ける回数が減少したものと考えられる。今後は身体状況の悪化の状況によっては
家庭訪問による機能訓練も必要となる場合が想定される。  また、重度の肢体不自由児者への効果的な訓練を実施
する施設や訪問介護等生活全般への総合的な支援を行える障害福祉サービス事業所の整備が課題であり、利用者
や保護者に対する生活全般への総合的な支援等については応じきれていない状況にある。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 子育て支援の充実 施策番号

施 策 名 ひとり親家庭の支援体制の充実 21
担 当 課 こども福祉部こども家庭課

関係課（組織順） 市民環境部国保医療課

取組の結果（内容）

　ひとり親家庭等からの相談に応じ、母子・父子自立支援員によるひとり親家庭等の自立促進に向けた総合的、かつ継続的な相談指
導を行う。
　ひとり親家庭等の母又は父及び児童（特例として20歳未満の子を扶養している母又は父及び児童）の医療費の一部を助成する。

施策の達成度
評価理由

　３歳未満の乳幼児１人につき、乳幼児紙おむつ用ごみ袋として有料ごみ袋（燃やせるごみ用袋20リットル100枚）を
支給すること、及び子どもの医療費の一部を助成することにより、子育て世帯への経済的負担の軽減につながった。
　あわせて、ごみ袋支給時には子育てに関する「子育て応援ガイド」（パンフレット）を同封することにより、当市におい
て子育てに役立つ情報を掲載し、子育て世帯にとって子育てしやすい環境への一助になったと考えられる。
　今日の社会背景から問題ケースの内容も多岐にわたり、関係機関との密な連携・協力体制が必要となる。そうした
連携により、支援を必要とする児童と保護者に対し適切に対応できたことは、児童の権利を守り、健全な成長と養育
の向上を図ることにつながったと思う。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 子育て支援の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　ひとり親家庭の経済的な自立を図るため、母子・父子自立支援員２名を配置し、年間約1,300件の自立支援等の各
種相談業務を行い、実態に合わせ自立の促進に向けた総合的・継続的な対応を行ったほか、母子・父子の就労や児
童の就学時に必要な各種資金の貸付相談及び申請の受付なども行った。
　また、就労支援策として、教育訓練講座を受講し修了した場合に、費用の一部を支給したほか、看護師、保育士等
の経済的自立に効果的な資格を養成機関で取得する場合に、修業期間中の生活費を支給した。
　医療費においても、ひとり親家庭等の医療費の一部を助成することにより、経済的支援を実施した。
　これら取り組みにより、ひとり親家庭の相談体制の充実と、ひとり親家庭の経済的自立を促進する各種支援体制の
充実を図った。

A
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施 策 名 地域子育て支援の充実 22
担 当 課 こども福祉部子育て総合支援センター

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　平成26年３月に子育ての中核施設の１つである北新子育て支援センター（げんきっこセンター）を開設した。また、平成27年４月には、
児童館への子育て支援センター機能の導入、ちとせっこ・げんきっこの両センターにおける月１回の日曜開館日を開始した。さらに、子
育てに関する情報提供や相談を行う「ちとせ子育てコンシェルジュ」を４人設置し、コンシェルジュによる訪問型支援「ままサポート」も開
始した。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 子育て支援の充実 施策番号

施 策 名 児童の健全育成 23
担 当 課 こども福祉部子育て総合支援センター

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　平成27年度から学童クラブの利用対象を小学６年生までに拡大し、児童館にランドセル来館制度を導入するとともに、中高生タイム、
児童館まつりなどを開始した。受け皿の確保としては、平成29年２月に高台小学校区の「あすなろ学童クラブ」、４月に北陽小学校区の
「たいよう・にこにこ学童クラブ」、　平成30年４月に緑小学校区の「みどりっこ・よつば学童クラブ」を整備するとともに、平成31年４月に
は、緑小学校区に民設民営の「あんじゅ児童館」が開設。さらに、小学校の長期休業期間のみの学童クラブ利用も開始した。

施策の達成度
評価理由

　転入者が多く、身近に頼れる人がいない方が多い本市にとって、子育て支援センターは保護者の子育てを支援する
場として、重要な役割を果たしている。このため、北新子育て総合センター（げんきっこセンター）の開設、平成27年度
の各児童館への子育て支援センター機能の導入などにより、身近な場所で子育て支援が受けられるように取り組ん
できた結果、多くの子育て世帯の利用に結びついた。また、令和元年度及び２年度については、新型コロナウイルス
の影響により休館や人数制限を行ったため利用人数は減少したものの、利用者からは、来館することでストレスの解
消や孤立の防止につながったとの声が多く寄せられるなど、コロナ禍においてさらに必要とされる場となっている。
　また、子育てに関する相談については、平成27年度に子育てコンシェルジュをちとせっこ・げんきっこの両センターに
配置し、子育て相談や情報提供を行ったほか、訪問型の「ままサポート」を開始し、関係機関との連携強化を図ってき
ており、今後も引き続き、安心して子育てができるような取り組みを進める。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 子育て支援の充実 施策番号

施 策 名 保育の充実 24
担 当 課 こども福祉部こども政策課

関係課（組織順） こども福祉部こども政策課

取組の結果（内容）

　第６期総合計画期間中は子どもや子育てに係る新制度が導入され、共働き世帯の増加も著しかったことから、保育ニーズの増加は
増加の傾向にあったが、認定こども園や小規模保育所の新設による定員拡大や、幼稚園から認定こども園への施設類型変更による
保育定員の拡大などにより、第６期総合計画期間中は国の定める待機児童を発生させることがなかった。

施策の達成度
評価理由

　児童館と学童クラブは、放課後の児童の居場所として重要な役割を果たしており、市民からの関心も高い。
　学童クラブについては、共働き家庭の増加や、対象学年を小学３年生から６年生に拡大したことにより利用児童数
が著しく増加したことから、対応策として、平成27年度に児童館にランドセル来館制度を導入するとともに、新たな学
童クラブの整備を進めることで定員拡大を行い、待機児童が発生しないよう努めてきた。
　また、児童館についても開館時間を１時間延長し、中高生の専用時間「中高生タイム」を設けたほか、市内の全児童
館が合同で行う「児童館まつり」を開催するなど、地域での児童の健全育成の場や機会の充実を図ってきた。
　なお、令和元年度は、新型コロナウイルスの影響による休館や利用自粛のため、全体の利用者数は減少したが、学
童クラブ・ランドセル来館の登録希望者は増加傾向にあることから、今後も放課後の子どもの居場所を確保と、より利
用しやすい環境整備を進める。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 子育て支援の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　第１期及び第２期子ども・子育て支援事業計画において、千歳市における就学前の子ども及び小学生の子どもの人
口動態や共働き世帯の増加状況及び教育・保育施設の利用に関する意向等を的確に捉え、認定こども園や小規模
保育所をはじめとした教育・保育施設等を増やし、保育の受け皿確保に努めた結果、保育を必要とするこどもの受け
入れ定員を２倍近くに拡大させることができた。
　また、地域の実情に応じて様々な子育てニーズが発生していることから、子育て支援センターでの事業、延長保育、
一時預かり、ファミリーサポートセンター等の制度設計や体制の構築に取り組み、様々な子育て支援ニーズに対応す
ることができた。

A
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施 策 名 低所得者の福祉の充実 25
担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

新型コロナウイルス感染症の影響による就労環境の悪化から、生活困窮の状況に陥る市民が増加している。
生活を支えるための、自立相談、生活保護、各種支援制度の利用による支援が必要であり、施策の必要度は増している。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施 策 名 アイヌの人たちの福祉の向上 26
担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順） 企画部主幹（アイヌ政策推進担当）、保健福祉部福祉課

取組の結果（内容）

千歳アイヌ協会に対し、補助金交付などにより活動を支援。市民理解の促進のため、アイヌの人たちと地域住民との交流講習会を開
催。
住宅改良資金貸付、高等学校進学奨励費の取次などの福祉事業や、生活相談員による相談・支援体制、また、アイヌの人たちの活動
の拠点となる生活館の施設管理など、アイヌの人たちの福祉の向上に努めている。アイヌの人たちの誇りが尊重される地域社会を実
現するため、「千歳市アイヌ施策推進地域計画」に必要な施策を盛り込みながら事業を推進している。

施策の達成度
評価理由

生活困窮者自立相談支援事業により相談から、困窮者支援制度を始めとした各種セーフティーネットに繋げることに
より、生活再建を支援するとともに、生活保護受給者の自立支援等生活保護制度の適正な運用により、生活再建・就
労意欲の喚起・最低生活の保障を図ることができている。また、貧困の連鎖を断ち切る目的で、子どもの学習支援に
積極的の取り組んでいる。A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施 策 名 国民年金制度の普及・啓発 27
担 当 課 市民環境部市民課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　窓口や広報等において、国民年金制度の普及啓発を図るとともに、国民年金の資格取得等の手続きや制度に関する相談業務を実
施している。
　併せて、国民年金の資格取得時に保険料免除の周知を行っている。

施策の達成度
評価理由

アイヌの人たちと地域住民との交流講習会開催などにより、市民理解の促進を図っている。
住宅改良資金貸付、高等学校進学奨励費の取次などの福祉事業や、生活相談員による相談・支援体制、また、アイ
ヌの人たちの活動の拠点となる生活館の施設管理など、アイヌの人たちの福祉の向上に努めている。
アイヌの人たちの意見をよく聞き、アイヌの人たちが必要とする施策を「千歳市アイヌ施策推進地域計画」に盛り込み
ながら、アイヌの人たちが豊かで快適な生活が送れるよう事業を推進している。

Ａ

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施策の達成度
評価理由

　マイナンバーと年金情報が紐づけられたことにより、実績値が前年度より減少しているが、国民年金保険料の免除
申請件数は増加しており、参考指標である免除率が上昇傾向であることから、おおむね成果は得られている。
　平成31年度からは、「産前産後期間の免除制度」や「年金生活者支援給付金の支給」が導入され、国民年金制度の
関心が高まっていることから、日本年金機構（年金事務所）と協力・連携を図り、窓口や広報等において、引き続き国
民年金制度の普及・啓発に努めることが必要である。

B
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施 策 名 国民健康保険事業の充実 28
担 当 課 市民環境部国保医療課

関係課（組織順） 保健福祉部市民健康課

取組の結果（内容）

　疾病を早期に発見し重症化を防ぐとともに被保険者の健康意識の高揚を図るため、特定健康診査や特定保健指導を中心とした健康
づくり事業を進め、被保険者の健康増進に繋げ、医療費の適正化に努めてきた。また、新規加入時や国民健康保険被保険者証の更
新時に「国保のしおり」を配付するとともに、広報号外の活用により国民健康保険の制度について国保加入者への理解促進に努めた
ほか、保険料の収納率向上の取組として、督促の強化や収納推進員を設置して体制強化を図ったことにより、収納率の向上につな
がっている。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施 策 名 高齢者医療制度の推進 29
担 当 課 市民環境部国保医療課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　後期高齢者医療制度について、住民説明会の開催、広報折り込みやＨＰを利用した制度啓発を継続的に行うとともに、高齢者にも分
かりやすい表現に心掛けた独自パンフレットを作成し窓口対応の改善に努めた。また、後期高齢者医療保険料の収納率向上を目的と
して、口座振替勧奨や所得未申告者に対する申告勧奨事業を積極的に推し進めた結果、目標とする成果が得られた。

評価理由

　国保加入者の高齢化や医療の高度化等により一人当たりの医療費は、第６期総合計画の始期である平成２３年と
比べ、1.12倍と上昇傾向にあるが、特定健康診査の実施、がん検診等検診費用助成及び健康づくりへの啓発活動を
通じて、健診受診率の増加と被保険者の健康意識の高揚が図られ、医療費抑制につながっている。また、保険料収
納率は、平成２３年度と比較し、8.02ポイント上昇（令和２年度は見込値）している結果となっていることから保険料の
確保など国民健康保険事業の健全な運営に努めることができたものと評価する。

B
基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施 策 名 消費生活の充実 30
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳市消費生活センターの開設時間を増やすなど、相談体制の充実を図りながら市民の消費トラブルに関する相談に対応する体制を
整備した。また、市民が消費トラブルや被害の未然防止、エシカル消費などについて知識を深める機会として「ちとせ消費者まつり」や
「消費生活パネル展」を開催するなど千歳消費者協会と連携して啓発活動を展開した。

施策の達成度
評価理由

　後期高齢者医療制度は平成20年に発足し十余年を経過して年々高齢者人口の増加は加速している。第6期総合計
画始期の平成23年度から終期の令和2年度にかけて、千歳市における後期高齢者医療被保険者数は1.4倍となって
いるが、この間の人口100人当たりの受診実数は、1.52ポイント減の全道市町村順位21位（順位変動なし）を維持して
おり、保険料の収納率も全期において99.1％を上回る（令和2年度は見込み値）結果となっていることから、後期高齢
者医療制度の理解と安定的な運営は達成できたものと評価する。

A

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施策の達成度
評価理由

千歳消費生活センターにおいて市民の消費トラブルに関する相談に対応するとともに、北海道消費生活センターや警
察などと連携して詐欺まがいの悪質商法などに対応した。なお、新型コロナウイルス感染症に便乗した消費トラブル
の増加もあって、相談件数は全国的に増加傾向にあり、内容も複雑・多様化している。
千歳消費者協会と連携して消費トラブルや被害の未然防止、エシカル消費などについて「千歳消費者まつり」や「消費
生活パネル展」など市民が知識を深めるための啓発活動を実施するなど、消費者の利益を保護することを目的とする
本施策の達成度は、おおむね達成できているものと判断する。

B
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施 策 名 市民相談の充実 31
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

市民相談員を配置して直接相談を受けるともに週１回無料の弁護士相談を設ける市民相談事業のほか、市や関係機関の相談員相互
の連携を目的とした各種相談連絡協議会等支援事業、人権に関する相談や普及啓発活動を行うための経費を人権擁護委員協議会
に補助する人権擁護活動事業により、市民が抱えるさまざまな悩み事やトラブルに関する相談に対応した。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 市民生活の安定 施策番号

施 策 名 男女共同参画の促進 32
担 当 課 企画部市民協働推進課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

男女共同参画月間でのパネル展の実施や女性団体の協力による街頭啓発・セミナーの開催や、ちとせ男女共同参画推進スタッフの協
力による、子育て後の就労に向けた再チャレンジ支援セミナー等各種セミナーを実施。小学６年生を対象とした標語コンクール、副教材
の配布。千歳市の各種審議会等への女性委員の登用推進については、各部署へ働きかけを行い、登用率の向上に努めた。また、男
性の家庭生活への参画の促進を行うため、父子健康手帳を発行したほか、ちとせ男女平等推進会議設置による所管計画推進の研
究・協議の実施するなど、あらゆる分野における男女共同参画の意識づくりを促進した。

施策の達成度
評価理由

成果指標の実績値である市民相談件数は減少傾向にあるが、この10年間に市民相談以外の相談窓口が充実したこ
とにより、相談件数が分散しているものと推察する。当市は転勤等による転出入が多く、核家族が多いことなどから年
齢を問わず近隣関係が希薄とならざるを得ず、身近に相談できるものがいない相談ごとを抱える市民の状況を鑑み、
市民相談員が直接相談を受ける市民相談事業のほか、相談員相互の連携を目的とした各種相談事業、人権に関す
る相談や普及啓発活動を行う人権擁護活動事業などにより、その問題解決に寄与することができたと判断する。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 男女共同参画社会の実現 施策番号

施 策 名 女性の権利侵害の防止と問題解決への支援 33
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

女性相談員を配置し、相談者が抱える様々な問題に対し、相談者に寄り添った初期対応に努めるとともに、児童虐待とDVとの関係な
どに留意しつつ関係機関と連携しながら情報提供や相談対応を行った。

施策の達成度
評価理由

千歳市の各種審議会等への女性委員の登用割合は、減少傾向にあるものの、市民アンケートの満足・やや満足の回
答割合が12%から15%と増加している。また、男女共同参画推進事業参加者数は、近年増加してきている。令和２年度
については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、密閉・密集・密接を避けた取組となり、参加者数が減
少となったが、計画期内の取組としては、おおむね達成できた。B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 男女共同参画社会の実現 施策番号

施策の達成度
評価理由

成果指標は、18歳以上の女性市民における相談者の割合としており、実績値は基準値や目標値と比較して減少傾向
にあるが、この10年間に女性相談以外の専門的な相談窓口が充実したことにより、相談件数が分散しているものと推
察する。
女性の権利侵害に関する諸問題は、男女共同参画推進の観点から、広く社会において解決が求められており、児童
虐待とDVの関係などにも留意して適切に対応する必要がある。女性相談員の配置や関係機関との連携により、様々
な問題を抱える女性からの相談に適切に対応することで、相談者の自己決定のもと自立した生活を促し、問題解決へ
の支援を図ることができたと判断する。

B
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施 策 名 活力あるコミュニティ組織づくり 34
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳市町内会連合会に対し人件費等運営費を補助するとともに、同会と連携した町内会活動の持続と育成を図った。また、平成30年
度から令和２年度までの３か年において町内会活性化支援事業に係る経費を補助した。

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 心のふれあうコミュニティづくり 施策番号

施 策 名 コミュニティ活動の促進 35
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順） 市民環境部東部支所、市民環境部支笏湖支所

取組の結果（内容）

コミュニティセンターや共同利用施設、農民研修センター等コミュニティ施設を適正に管理運営するための管理運営事業及び「まちの憲
法」と言われる市民憲章を市民に普及啓発するための市民憲章推進事業に取り組んだ。
コミュニティセンター８館や共同利用施設は、耐震化・バリアフリー化を主体とした改修を順次実施して利便性の向上を図るとともに、町
内会館の整備や改修、備品購入にかかる費用について補助を行った。

施策の達成度
評価理由

町内会の活動は、防災・防犯・交通安全など多岐にわたり、地域住民組織としての役割が非常に大きいものであるこ
とから、町内会を取りまとめ、町内会の活動支援を主な事業とする千歳市町内会連合会に対する人件費等運営費の
補助や同会との連携を通じて町内会活動の持続と育成を図る本事業は重要な施策であると考える。当市は転勤等に
よる転出入が多く、核家族が多いことなどから近隣関係が希薄とならざるを得ない状況があり、指標である町内会加
入世帯数は、基準値と比較して減少傾向にあったが、近年は横ばい傾向である。また、町内会活性化支援事業を通
じて発足した若い世代によるワーキンググループ「ちとせの輪」と町内会とのマッチングなど新たな町内会活動の兆し
があることなどから施策の目的はおおむね達成していると判断する。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 心のふれあうコミュニティづくり 施策番号

施 策 名 移住・定住の促進 36
担 当 課 企画部主幹（政策推進担当）

関係課（組織順） 企画部市民協働推進課、産業振興部商業労働課、産業振興部産業支援室開発振興課、建設部市営住宅課

取組の結果（内容）

「千歳市人口ビジョン・総合戦略」をもとに、企業誘致や市内高等教育機関の定員増、未利用市有地の売却、結婚活動応援事業、不妊
症治療費の助成、子育てコンシェルジュ、観光ＰＲなどに取り組んだことにより人口は堅調に増加し、令和２年７月に98,000人を上回っ
た。

施策の達成度
評価理由

コミュニティセンター等施設を適正に管理運営するための管理運営事業により施設を適正に維持管理するとともに、
「まちの憲法」と言われる市民憲章を市民に普及啓発することにより、市民の自主的な活動を促進した。
なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴い、成果指標であるコミュニティセンター等利用
者数が昨年度より減少しているが、これまでの利用状況の推移から施設が適切に利用されていることが確認できるこ
とから、施策の進捗状況は順調であり、おおむね成果が得られたものと判断する。

B

基 本 目 標 あったかみのある地域福祉のまち 展開方針 心のふれあうコミュニティづくり 施策番号

施策の達成度
評価理由

人口増加はまちの発展の原動力であり、まちづくりの重要な要素であることから、「千歳市人口ビジョン・総合戦略」の
もと、各種の人口増加に関する取組を総合的・分野横断的に実施してきた結果、令和2年10月1日における定住人口
は、目標値97,000人に対して、98,122人（達成率101.2%）となったことから達成度をＡとした。A
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施 策 名 低炭素社会形成の推進 37
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

低炭素社会を形成するため、節電やエコドライブなどの環境配慮行動の実践を促進することを目的として、市民等には環境行事等にお
ける普及啓発、事業所には「ＥＣＯちとせ認定制度」の実施、行政は、一事業者として市の事務・事業におけるエネルギー使用削減の取
組を実施してきた。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 地球環境保全の推進 施策番号

施 策 名 環境にやさしいエネルギー活用の推進 38
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

エコチャレンジ補助金は、市民が温室効果ガスの排出削減にチャレンジすることを目的に、太陽光発電設備を設置する市民への補助
制度として、平成22年度から実施していたが、指標である本設備の設置件数は大幅に増加したため、市民への一定程度の事業目的を
達成したことから、平成29年度をもって本事業を終了した。

施策の達成度
評価理由

これまで市民や事業者等に対して環境保全に関する行動について、普及・啓発を行うなど、各成果指標の目標達成
に努めてきたところである。各成果指標をみると、「環境イベント参加者数」については、新型コロナウイルス感染症の
影響で環境イベント等の開催が困難であったことから目標を下回っており、「ＥＣＯちとせにおける認定事業者数」につ
いても、認定事業所数は伸び悩んでいるが、「温室効果ガス削減量」及び「エネルギー使用に係る原単位削減率」に
ついては、順調に目標を達成していることから、低炭素社会の形成に一定程度の成果があったと考える。

B

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 地球環境保全の推進 施策番号

施 策 名 環境学習の推進 39
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

環境学習を推進を目的に、子ども環境教室開催や出前講座の実施など子どもを中心とした幅広い世代に対して環境保全等に係る学
習機会を提供したほか、こども環境白書について、毎年度、市内の小学４年生全員を対象に継続して配布した。

施策の達成度
評価理由

これまでの成果指標である「住宅用太陽光発電設備等設置件数」は、北海道電力の契約件数を実績値としていた
が、近年の電力自由化やFIT制度（再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が一定価格で一定期間買い取る
ことを国が約束する制度）終了の影響で、発電した電力の自家消費や、北海道電力以外の企業との売電契約件数の
増加につながり、当該件数の把握が困難となったが、実績値について、平成30年度まで890件と、順調に増加してい
ることから十分な成果が得られていると判断する。

A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 環境保全行動の実践 施策番号

施策の達成度
評価理由

子ども環境教室の開催やこども環境白書を市内の小学４年生全員に配布したほか出前講座の実施など、子どもから
大人までの市民を対象とした取組を展開し、環境に興味を持ってもらい、環境配慮行動を促すための学習機会を提供
した。また、成果指標について、令和２年度の環境学習受講者数は新型コロナウイルス感染症の影響から各種環境
行事などの開催が困難であったため、目標値を下回っているが、10年間で延べ2,535人の受講者数であるほか、環境
リーダー育成研修参加人数は目標達成しており、環境学習の推進に寄与したと考える。

A

232323



施 策 名 環境保全における地域間交流等の推進 40
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳市の環境の現状について理解を促すため、年度ごとに環境白書を発行し公表したほか、千歳消費者協会との連携によりイベント
等での環境保全に係る周知・啓発の実施や割り箸回収運動への参加、自然保護団体との自然に関する情報交換を行った。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 環境保全行動の実践 施策番号

施 策 名 自然環境保全対策の推進 41
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

自然環境監視員による監視については、自然環境保全地区など市内全域を計画的に実施した。野生傷病鳥獣の保護等については、
事故等で負傷した動物の保護や餌やりなど市民からの相談に対応した。開発行為の事前協議については、開発行為予定地内での希
少動植物調査を事前に行った。

施策の達成度
評価理由

成果指標である市民・事業者・団体等による交流機会の数について、令和２年度の実績は新型コロナウイルス感染
症の影響から未達成となっているが、平成25年度以降安定して推移しているほか、姉妹都市や友好親善都市、近隣
自治体などとの交流機会の確保や、環境白書発行による環境の現状についての公表などを継続して実施しており、
地域間との情報交換や環境保全活動の実践による交流の推進に寄与していると考える。A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 自然環境の保全 施策番号

施 策 名 自然環境保全意識の啓発 42
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

自然環境保全意識の向上を目的として、自然観察会などを実施した。また、一部の行事については、環境省支笏洞爺国立公園管理事
務所や市内で活動する自然保護団体と協力しながら実施した。

施策の達成度
評価理由

市内の自然環境の保全状況については、自然環境保全地区の指定により、貴重な自然区域や希少な動植物が生息
している地区はすでに保全を図っているほか、自然環境保全地区以外の地域においても、良好な状態を保持してい
る。また、野生傷病鳥獣の保護等については、傷病鳥獣の保護要請のほか餌やりなどに関する相談にも適切に対応
しており、自然環境保全対策の推進については一定の成果が出ていると考える。Ａ

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 自然環境の保全 施策番号

施策の達成度
評価理由

令和２年度は、新型コロナウィルスの感染拡大により、実施回数は２件にとどまったが、令和元年度まではバード
ウォッチングや支笏湖周辺の登山、七条大滝の見学など10年間で延べ59回の行事を実施し、小学生から高齢者まで
幅広い年代の市民の参加があった。これらの行事に参加することにより、市内の自然環境の現状や自然環境保全に
関する知識やマナーなど参加者の意識の向上が図られ、市内の自然環境の保全に寄与することができ、事業の成果
としては一定の効果があったと考える。

B
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施 策 名 環境監視及び測定体制の充実 43
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　従来から、市内に大気汚染物質測定局(３か所)及び航空機騒音測定局(８か所)において常時監視を実施したほか、関係機関からの
依頼を受けて日米共同訓練等における臨時監視を実施した。
　また、PM2.5のような新たな環境問題に対応するため、平成24年度には測定機器を整備した。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 環境保全対策の推進 施策番号

施 策 名 環境保全に係る指導などの推進 44
担 当 課 市民環境部環境課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　産業活動に伴う工場及び事業所等の特定施設については関係法令等に基づく届出の提出を求め、公害防止協定事業者については
環境監視員による監視活動を実施するとともに、ゴルフ場の農薬使用に係る監視及び指導を実施した。
　また、年６回、近隣市町村や関係機関と連携して広域的に、千歳川水系の水質検査を実施した。

施策の達成度
評価理由

　環境測定は、一定回数実施する常時監視のほか、関係機関からの依頼等により実施する臨時監視も実施すること
ができた。天候の影響により環境測定回数に変動はあるものの、一定の測定体制を整備できたと考えられる。
　PM2.5のような新たな環境問題に対応するため、測定機器を整備したことから、一定の成果が得られているものと考
えられる。A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 環境保全対策の推進 施策番号

施 策 名 ごみの減量化の推進 45
担 当 課 市民環境部環境センター廃棄物対策課

関係課（組織順） 市民環境部環境センター廃棄物管理課

取組の結果（内容）

ごみの減量化の推進のため、小学4年生を対象にした標語コンクールの実施や、施設見学時に分別の徹底によるリサイクルの促進に
ついて説明し、ごみ減量に対する意識の向上を図るとともに、イベントへの出展や市民団体と協働した啓発活動を行った。また、広報
やホームページにおいても情報発信を行っている。

施策の達成度
評価理由

　事業所等に対し指導・助言を行い、環境問題の未然防止に寄与することができたことから、一定の成果が得られて
いるものと考えられる。
　公害防止協定を締結している13事業所に対し環境監視員の監視を実施し、協定事項が履行されていることを確認し
ていることから、一定の成果が得られているものと考えている。
　近隣市町村や関係機関と連携し、年６回、千歳川水系の水質検査を実施する等、広域的な環境保全に取り組んで
おり、一定の成果が得られているものと考えている。

A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 廃棄物の減量化と収集処理の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　家庭及び事業者から排出されるごみの搬入量について、平成23年度から令和元年度までは、人口の増加や企業活
動が活発化する中、ごみの搬入量はほぼ横ばい傾向で推移している。
　令和２年度は令和元年度と比較し、人口の増加、新型コロナウィルス感染症の影響による家庭ごみの増加のほか、
今まで把握できていなかった事業系一般廃棄物の民間処理施設における再資源化量の把握を進めたことにより増加
しているが、市民の満足度も向上していることから、一定の啓発効果はあったものと評価する。

A
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施 策 名 リサイクルの推進 46
担 当 課 市民環境部環境センター廃棄物対策課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　集団資源回収制度の還元金方式から奨励金方式への移行や、民間事業者による資源回収拠点の整備、使用済み小型家電の回収
など、資源回収方法が多様化している中、令和元年度までリサイクル率は横ばいで推移している。
　なお、令和2年度のリサイクル率が大幅に上昇した理由については、新型コロナウィルス感染症の影響により事業系一般廃棄物の搬
入量が減少したことと、今まで把握できていなかった事業系一般廃棄物の民間処理施設における再資源化量の把握を進め、市全体の
再資源化量に反映させたことが要因となっている。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 廃棄物の減量化と収集処理の充実 施策番号

施 策 名 ごみ収集の充実 47
担 当 課 市民環境部環境センター廃棄物対策課

関係課（組織順） 市民環境部環境センター廃棄物管理課

取組の結果（内容）

　家庭ごみの排出量は、市内居住者の増加に加えて、令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響によるテレワーク等
の在宅勤務の普及や外出の自粛などにより、増加している。ごみの適正な分別排出は、ごみ処理を効率的に進めるうえで重要である
ことから、継続して市民・行政等が各々の役割分担のもと、相互に連携・協働して、ごみの発生抑制に努め効率的なごみの収集を推進
する必要がある。

施策の達成度
評価理由

　古紙類の回収量が大きく減少していることや、民間事業者による資源の拠点回収量の増加により、集団資源回収量
は減少しているが、市全体での資源回収量は横ばい傾向となっていることから、更なるリサイクルの推進に向けて、
市民・事業者・行政が連携・協働しながら各種取組を進めていくことが必要。
　なお、令和2年度のリサイクル率が大幅に上昇した理由については、新型コロナウィルス感染症の影響により事業
系一般廃棄物の搬入量が減少したことと、今まで把握できていなかった事業系一般廃棄物の民間処理施設における
再資源化量の把握を進め、市全体の再資源化量に反映させたことが要因となっている。

A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 廃棄物の減量化と収集処理の充実 施策番号

施 策 名 ごみ処理体制の充実 48
担 当 課 市民環境部環境センター廃棄物管理課

関係課（組織順） 市民環境部環境センター廃棄物対策課

取組の結果（内容）

平成26年2月に道央廃棄物処理組合を設立し、焼却処理施設建設など廃棄物処理施設の広域化について業務を進めているところで
ある。また、平成23年度に破砕処理場の整備、平成27年度に第2埋立処分地の嵩上げ工事を行い、廃棄物処理施設の延命化を図っ
た。

施策の達成度
評価理由

　ごみ収集運搬体制については、塵芥収集運搬業務委託を行い、経済的・効率的なごみ収集を実施した。
　また、ごみの分別・ステーションの使用ルールなどを掲載した「クリーンシティちとせ」を、毎年、市民カレンダー４月号
の号外として全戸配布するほか、転入者や外国人への対応として、「クリーンシティちとせ」と「千歳市ごみ分別の手引
き」、英語、韓国語、中国語の「クリーンシティちとせ簡易版」を作成、市民課窓口で配布するとともに、清掃指導員・千
歳市適正ごみ処理推進員によるごみステーション等の巡視や各種啓発活動のほか、町内会や警察との連携を図りな
がら、不法投棄及び不適正排出の防止、市民のごみ排出意識の醸成に努めた。
　さらには、指定ごみ袋の安定供給及び配送管理を実施した。

A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 廃棄物の減量化と収集処理の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　平成23年度に破砕処理場を整備し、プラスチック製容器包装の分別収集を開始した。この取組は、廃棄物の適正処
理や資源化を推進するとともに、埋立処分量の減量を図るものであり、取組の成果が目標達成につながったものと考
える。
　また、平成27年度に第２埋立処分地の嵩上げ工事、平成28年度に焼却処理場のクレーン整備事業をそれぞれ行っ
ており、令和２年度には第３埋立処分地の嵩上げ工事に着手するなど、ごみ処理体制の充実に向けた取組を推進し
た。
　ごみ処理施設の広域化については、関係市町と連携・協力して、令和元年度には道央廃棄物処理組合による広域
のごみ処理施設の建設工事に着手するなど、環境負荷の低減と安全かつ適正なごみ処理システムの構築に向けた
取組を推進した。

A
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施 策 名 し尿収集・処理体制の確保 49
担 当 課 市民環境部環境センター廃棄物管理課

関係課（組織順） 市民環境部環境センター廃棄物対策課

取組の結果（内容）

平成２６年４月と平成３１年４月にし尿処理手数料の改定を行い、し尿処理体制の維持に努めるとともに、し尿処理施設の適正な維持
管理を行い、安全で安定的な運営管理に努めた。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 廃棄物の減量化と収集処理の充実 施策番号

施 策 名 環境衛生の向上 50
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順） 市民環境部環境センター廃棄物対策課

取組の結果（内容）

快適な生活環境の維持・向上のため、清流と緑を守る市民の会への補助と、空き地所有者への雑草除去依頼やスズメバチの巣の除
去などを行い、河川、空き地の美化を推進している。
苦情のあった空き家について所有者に対し適正管理を依頼するとともに、売却や賃貸の意思確認のアンケート調査書を送付し、不動
産として流通させる試みを行っている。
市内にある３ヵ所の霊園、９ヵ所の共同墓地、１ヵ所の葬斎場の利用者の利便性の向上を図るとともに、環境美化に配慮した施設とす
るために、それぞれの施設の管理や整備を行っている。

施策の達成度
評価理由

　平成22年度には、し尿の処理を下水道や浄化槽によらない非水洗化人口は1,268人でしたが、公共下水道や合併
処理浄化槽の計画的な整備・普及により、令和元年度には492人まで減少しており、成果指標のし尿処理量も概ね計
画的に推移したことが目標達成につながったものと考えます。
　また、し尿の収集・処理体制については、許可業者による効率的な収集運搬を実施するとともに、し尿の安全で衛生
的な処理を行う汚水投入施設について適正な維持管理を実施したことにより安定的な運営管理を確保した。

A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 生活環境衛生の向上 施策番号

施 策 名 愛がん動物飼育者への啓発・指導 51
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

ペットを飼う市民のうち、一部飼い主による不適切な飼育による問題が発生している。安全の確保と環境衛生の向上を図るために、市
民の動物の飼育と管理についてのモラルの向上を促すことが必要であることから、モラル推進員による飼い主への指導助言、狂犬病
予防注射、畜犬登録、野犬掃討などを行っている。

施策の達成度
評価理由

千歳川清掃に参加された市民の河川美化に関する意識は高く十分な成果が得られたと考える。
空地の雑草除去については、所有者に除去を促すことで環境衛生は維持されている。
スズメバチの巣の除去が市民に浸透してきており、住環境の維持向上と市民の安全確保が期待できると考える。
半年ごとに空家の把握を行うとともに、相談のあった空家について、所有者を特定し適正管理を促すことで環境衛生
の維持が期待できると考える。
霊園及び葬斎場はアンケート調査を実施しているが、良好な評価を得ており、適正な管理がされている。また、葬斎
場の改修は、計画的に行い、機能を維持しており市民サービスは維持されていると判断する。
市民、団体によるボランティア清掃活動は、年々増加しており、環境衛生に対する意識が高まっていると考える。

B

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 生活環境衛生の向上 施策番号

施策の達成度
　評価理由

動物愛護モラル推進員の巡回指導・助言の活動は、指導件数は減少しているものの活動日数は増加しており、動物
飼育者への効果的な啓発となっている。また、平成26年度から始めた犬のしつけ教室は参加者に好評であり継続し
て実施する。
離れ犬が減少していることから、野犬掃討数は年々減少しており、犬の飼い主の放し飼いに対するモラルの向上が図
られていると考える。

B
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施 策 名 公共下水道施設の充実 52
担 当 課 水道局下水道整備課

関係課（組織順） 水道局経営管理課、水道局水道サービス課

取組の結果（内容）

　快適に暮らせる下水道の充実に向け、合流区域面積を目標より多く減少させた。また浄化センター地震対策における中期目標の達
成、浄化センターの施設延命化の着実な実施、支笏湖畔地区と千歳処理区との統合の完了、処理区統合に伴う支笏湖中継ポンプ場
の施設更新の実施、スラッジセンターの設備更新及びスラッジセンターの最終処分方式の決定などを行った。

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 快適に暮らせる下水道の充実 施策番号

施 策 名 公共下水道認可区域外地区の生活排水処理の充実 53
担 当 課 水道局下水道整備課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

公共下水道認可区域外の住宅の生活排水処理のため、個別排水処理施設の整備を実施した。

施策の達成度
評価理由

　下水道は汚水の処理による生活環境の向上や公共用水域の水質保全と、降雨時の市街地浸水防除など、重要な
役割を担っているライフラインである。
　施策の成果目標である合流区域面積は平成30年に目標を達成していること、その他の取り組み目標についても着
実に実施したことから、施策は達成できたと判断する。A

基 本 目 標 人と地球にやさしい環境のまち 展開方針 快適に暮らせる下水道の充実 施策番号

施 策 名 防災対策の充実 54
担 当 課 総務部危機管理課

関係課（組織順） 総務部防災学習交流施設、産業振興部産業支援室企業振興課

取組の結果（内容）

　国や道の基準に基づき、地域防災計画を随時修正を行ったほか、千歳市災害応急対策用品整備計画及び配備計画に基づき、長期
保存食や発電機をはじめとする災害応急対策用品の整備・配備を行った。　また、自主防災組織への防災資機材の貸与や町内会と連
携し防災訓練を実施することで自主防災組織の結成率（カバー率）の上昇など一定の成果が見られた。
　令和元年度には、市内ハザードマップや防災情報を掲載した防災ハンドブックの作成や、防災行政無線のデジタル化整備が完了す
るなど、防災対策の更なる充実が図られた。

施策の達成度
評価理由

　公共下水道認可区域外における生活環境の向上及び公共用水域の汚染防止、水質保全等を目的に、新規就農者
等に対し個別排水処理施設の整備を推進しており、近年低迷していた設置件数は平成31年度から回復傾向にあり、
個別排水処理施設の普及率は着実に上がってきているため、施策は達成できたと判断する。Ａ

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 防災対策の充実 施策番号

施策の達成度
評価理由

　総合防災訓練の実施により、防災関係機関をはじめ町内会や自主防災組織との連携強化を図ってきたところである。ま
た、自主防災組織が未結成となっている町内会については、大規模災害の発生時における自助・共助の重要性を伝えると
共に、自主防災組織の結成に向けた働きかけを継続的に行ったほか、活動支援として防災資機材の貸与を行ってきた。結
果、自主防災組織の結成率（カバー率）は上昇し目標値の達成率は97.8％となった。
　災害応急対策用品については、整備・配備計画に基づき、非常食や日用品等を整備したところであり、非常食の備蓄数
は令和２年度現在で36,750食、目標値の達成率は97.2%となった。さらには、北海道胆振東部地震におけるブラックアウトを
踏まえ、発電機などを追加整備したほか、新型コロナウイルス感染症の流行により、段ボールベッド及びパーテーションな
ど、感染症対策用品の備蓄に努めた。このほか、平成31年度には防災行政無線のデジタル化整備事業が完了し、聞き取
りやすさの向上を図った。さらに、土砂災害警戒区域に居住する世帯や、高齢者、視覚・聴覚障がい者世帯等を対象に戸
別受信機を設置し、防災対策の充実を図った。　以上のことから、施策の達成度をAと評価する。

A
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基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 交通安全の推進 施策番号

施 策 名 交通安全環境の整備 57
担 当 課 建設部道路管理課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

交通安全施設については、道路パトロールや市民からの情報提供により、老朽化及び損傷した施設の補修等を行うとともに、令和２年
度には、通学路等の点検結果に基づき、交差点等において、ガードパイプの設置や修繕、区画線の設置等の安全対策を実施した。ま
た、千歳駅と長都駅における駐輪場については、駐輪場の管理を委託し、管理員を配置することにより利用指導を行い、駐輪場の適切
な維持管理を行った。

施策の達成度
評価理由

交通安全施設については、道路パトロールや市民からの情報提供により、老朽化及び損傷した施設の補修等を行っ
ていること、また、千歳駅と長都駅における駐輪場については、管理員を配置することにより、駐輪場の利用マナーの
向上や、適切に放置自転車対策を行っていることから、駐輪場利用者に安心、安全を与えることができていると考え
る。
駐輪場の稼働率については、令和２年度は、新型コロナウイルスの影響から、駐輪場を利用する人が減少たため、稼
働率も減少したが、令和元年度までは順調に推移していることから、おおむね達成できているものと評価する。

B

施 策 名 災害時要配慮者の支援 55
担 当 課 保健福祉部福祉課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

災害時に特に配慮を要する人として市が把握すべきである災害時要配慮者名簿を年2回更新。
平成23年度に避難支援を希望する人に支援者を決め、避難場所等への避難経路図を作成する個別計画事業を開始、平成26年度か
らは、希望者について、避難支援等関係者への平時からの名簿提供を行い、災害時の支援につなげる避難行動要支援者名簿の作成
を開始し、災害時における要配慮者を支援する体制づくりを行った。

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 防災対策の充実 施策番号

取組の結果（内容）

地域や関係機関と連携した啓発活動等のほか、通学路における児童の安全確保のためのスクールゾーンの設定、教育や指導を行う
教育指導員・交通指導員の配置、さらには高齢運転者による交通事故の減少を図るための高齢者運転免許自主返納サポート制度な
ど、多岐にわたる事業を展開した。

　評価理由

交通事故の発生件数は年々減少しており、十分な成果が得られていると言えるが、究極的には交通事故のない社会
をめざすものであり、交通安全の推進は全市を挙げて取り組むべき課題である。
市としても、通学路における児童の交通安全対策として、スクールゾーンの設置や、教育・立哨指導を行う交通安全
教育指導員・交通指導員の設置、「ゾーン30」の設定などを行ったほか、交通弱者に対する交通安全教室や、高齢運
転者による交通事故の減少を図ることを目的とした「高齢者運転免許自主返納サポート事業」の開始など、情勢を捉
えて交通安全の推進に努めてきた。
市民に対し交通安全についての理解と関心を深めてもらうため、引き続き、交通ルールやマナーを守る行動を呼びか
けるとともに、関係機関等が一体となって交通安全の諸施策に取り組んでいくことが重要である。

A

施策の達成度
評価理由

災害時に特に配慮を要する人として市が把握すべきである災害時要配慮者名簿を年２回適切に更新し、災害に備え
最新のものとしている。
平成23年度から個別計画事業を開始し、参加町内会において、避難支援が必要な方一人ひとりに避難支援者の指
定や避難経路図を作成する事業を進めている。平成26年度からは避難支援を希望し、個人情報開示に同意した方の
名簿である避難行動要支援者名簿を作成し、消防署、社協、警察、自衛隊のほか、民生委員児童委員、町内会へ名
簿を提供し、平時からの見守り活動にも利用してもらうことにより、災害時の避難支援に対する体制づくりを行った。

Ｂ

担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順）

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 交通安全の推進 施策番号

施 策 名 交通安全対策の充実 56
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基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 消防・救急体制の強化 施策番号

施 策 名 消防・救急組織の充実強化 60
担 当 課 消防本部総務課

関係課（組織順） 消防本部警防課、消防署警備１・２課、消防署救急課

取組の結果（内容）

　大規模なイベント等における災害対応を想定した対処訓練を防災関係機関と実施することにより連携を図ってきた。また、近隣消防と
の合同研修等により情報共有を図り、連携・協力体制の確認を行った。さらに、必要な知識及び技術の習得ため、職員を消防大学校
及び北海道消防学校、各種災害活動等に必要な資格取得講習や技能講習に派遣した。
　消防団員については、計画的に北海道消防学校への派遣教育や千歳市総合防災訓練をはじめとした各種訓練を実施しているほ
か、消防団員数の確保についても定数を維持しており、消防体制の維持及び災害対応力の向上が図られている。

施策の達成度
評価理由

　消防職員・団員の資質向上は、計画的な教育や各種訓練を実施していることから、災害対応力の向上につながって
いる。
　一方、救急・救助業務に係る有資格者数の実績値については、有資格者の退職により目標値を下回り、令和２年度
の目標値を達成することは難しいが、毎年の養成により維持できていることから、おおむね成果が得られていると考え
る。
　なお、千歳市・恵庭市・北広島市の消防広域化については依然として実施困難とし実現になお時間を要することを
鑑み、北海道から示された「第三次北海道消防広域化推進計画」の中で消防の連携・協力の組合わせとして石狩振
興局管内６消防本部による消防指令センターの共同運用に取組むこととしている。

B

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 消防・救急体制の強化 施策番号

施 策 名 消防・救急基盤の高度化 59
担 当 課 消防本部総務課

関係課（組織順） 消防本部警防課、消防署救急課、水道局水道整備課

取組の結果（内容）

　消防総合庁舎改修事業の計画が延伸しているが、各消防施設は計画的に改修・整備を進めている状況である。
　消防力の整備指針や地域の実情を踏まえ、機能向上した消防車両の導入や更新時期を迎えた消防資機材及び消防水利等につい
ても計画的に更新整備を実施した。

施策の達成度
評価理由

　消防施設については計画的な改修と整備を進めているほか、消防救急無線のデジタル化は既に整備を完了し円滑
な消防活動が図られ大きな成果が得られている。また、消防車両や資機材等については老朽化解消や高度化を図る
ことを目的に必要性に応じた適時の更新整備を進めているとともに、消防水利数は耐震性貯水槽の設置が進み着実
に充実化が図られている。A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 防犯対策の充実 施策番号

施 策 名 防犯対策の充実 58
担 当 課 市民環境部市民生活課

関係課（組織順） 建設部道路管理課

取組の結果（内容）

地域の自主的な活動を促進するため、暴力追放や防犯対策を行っている市民組織の運営費を助成したほか、市民、事業者及び行政
の連携による「千歳市安全で住みよいまちづくり推進協議会」における啓発、各町内会等が設置するLED防犯灯の設置補助などを行っ
た。

施策の達成度
評価理由

犯罪を未然に防ぐため、これまで、市民、事業者、関係機関等が協働して啓発活動や防犯パトロールを実施したほ
か、夜間における対策としてLEDを含む防犯灯の経費の一部について補助等を行うなど、状況に応じた取組により、
市内における犯罪の発生件数は年々減少しており、十分な成果が得られているといえる。
犯罪被害に遭わないためには、市民が自ら身を守る取組や、関係機関との連携、地域の環境整備等といった、あら
ゆる角度からの対策が必要であり、引き続き、市民に向けて防犯意識高揚のための施策を継続して行うことが重要で
ある。

A
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基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 住宅環境の整備 施策番号

施 策 名 公営住宅の整備 63
担 当 課 建設部市営住宅課

関係課（組織順） 建設部事業庶務課、建設部建築課、建設部電気設備課

取組の結果（内容）

　公営住宅の整備は、千歳市公営住宅等長寿命化計画に基づき、バリアフリー化等に配慮した建替えや効率的な更新のほか、定期的
な修繕及び長寿命化を図る改善を実施した。また、既存借上型市営住宅を整備するなど、民間の活力を生かす取り組みも実施した。

施策の達成度
評価理由

　千歳市公営住宅長寿命化計画に基づき、順調に進捗している。
　公営住宅の整備は、住宅に困窮する低額所得者の市民に対し、住みやすい住宅を整備するものであるが、新たに
造るだけでなく、適切な維持管理を行っていくことでその機能を満たすものである。
　また、借上住宅ついても、必要住戸数の確保の観点からは重要なものである。
　これらのことから、事業構成については妥当であると考える。今後は適切に維持管理していくうえでの大規模修繕等
の費用を確保する必要がある。
　公営住宅バリアフリー化の指標については、長寿命化計画の事業を推進することにより、達成できたと考えている。

A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 住宅環境の整備 施策番号

施 策 名 住宅対策の充実 62
担 当 課 建設部建築課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　東日本大震災の影響による経済低迷の回復を図るため、平成23年度から30年度までプレミアムリフォーム券発行事業を実施した。
　また、10ｍを超える中高層建築物を建築する建築主に対し、「千歳市中高層建築物の建築に関する指導要綱」に基づき、近隣住民へ
の標識による建築計画の事前公表や戸別訪問による事前説明などについて指導を行い、日照や受信障害、路上駐車などの紛争の未
然防止に取り組んできた。

評価理由

　東日本大震災の影響による市内建設業の経済低迷等に対する経済対策の一環として、平成23年度からプレミアム
リフォーム券の発券事業が実施され、平成30年度までの8年間で工事費総額25億8千万円の利用があり、経済対策と
して大きな成果があり、市内建設業の振興に大きな効果があった。。
　また、中高層建築物の建築に伴い、近隣住民との日照や受信障害、路上駐車などの様々な紛争が生じないよう「千
歳市中高層建築物の建築に関する指導要綱」に基づき、建築主が近隣住民への標識による建築計画の事前公表や
戸別訪問による事前説明を行うことにより、近隣住民との紛争の未然防止に取り組み、良好な居住環境の保全が図
られており、計画期間中における紛争などは時に起きていない。

A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 消防・救急体制の強化 施策番号

施 策 名 火災予防の推進 61
担 当 課 消防本部予防課

関係課（組織順） 消防署査察課

取組の結果（内容）

建築物や危険物施設の規制事務をはじめ、防火対象物の立入検査や消防訓練を実施し防火管理体制の強化を図っている。また、住
宅防火対策として、関係協力団体を活用し住宅用火災警報器の設置促進を図りながら、大型店舗での街頭広報やイベントでのアン
ケート実施を行った。さらには、消防職員が直接一般住宅を訪問しての住宅用火災警報器の設置状況の調査を行い、設置率の向上に
努めている。
千歳市ホームページでの防火対策推進はもちろんのこと、近年はインターネット環境のない世帯やスマートフォン操作不慣れな市民を
ターゲットとした、「千歳市防火通信」を発刊し、関係協力団体、市内コミセンや老人クラブに配布し防火啓発を行っている。

施策の達成度
評価理由

　本市における住宅用火災警報器の設置率は８割を超え、住宅用火災警報器を設置したことにより、火災が発生して
も被害が最小限にとどめた奏功事例も複数件発生しており、市民の防火意識の高さがうかがえる。また、事業所の火
災発生件数も少なく、防火対象物の違反是正や建築物・危険物等の規制事務の成果が表れている。
　本市の出火率は全国・全道平均を下回っているものの、防火指導の実施回数は年々減少傾向にあり、毎年火災に
よる市民の尊い生命と貴重な財産が失われていることから、引き続き関係協力団体を活用した火災予防思想の普及
や、防火・防災に関する指導の強化を行い、防火安全対策の強化を図る。

B

313131



基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 快適・安全な冬の都市環境づくり 施策番号

施 策 名 雪に強い生活環境の充実 66
担 当 課 建設部道路管理課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）
除排雪体制については、市街地の拡大などに合わせ、車両と作業員を拡充し、必要な体制を維持するとともに、除排雪にあたっては、
「交差点の見通しの確保」と「生活道路除雪の充実（幅を広く）」の２つを重点目標として設定し業務を実施した。
パートナーシップ除雪排雪支援制度については、平成２５年度までに、無料で貸出する小型除雪機の台数を６台増台するとともに、平
成２９年度から、個人や町内会等の団体が実施する排雪を対象とした「地域雪堆積場」を上長都地区、あずさ地区、勇舞地区に設置し
た。

施策の達成度
評価理由

　除排雪事業は、高齢化や市民ニーズの変化により、依然として様々な要望や苦情が多く寄せられており、市民の関
心度は非常に高い状況にある。このことから、新たな取組として「除雪連絡会議」や「除雪地域懇談会」を開催し、地域
の要望や課題の把握に努め、「交差点の見通し確保」や「生活道路道幅の拡幅」、気象状況に応じた路面管理などに
ついて、適切な対応を行っており、成果は得られているものと考える。
　パートナーシップ除雪排雪支援制度は、利用者の高齢化による担い手不足などの課題があるほか、令和２年度が、
少雪であったこと、新型コロナウイルスの影響から接触機会を避けるため申請を敬遠する団体が多かったことなどか
ら、利用団体数は減少したが、継続して利用している団体や、降雪後は新たに利用した団体があるなど、一定の成果
は得られているものと考える。
　本制度については、「小型除雪機の操作説明会」や「除雪連絡会議」、「除雪地域懇談会」において、地域の意見を
聴取しながらさらに利用しやすい制度を目指し、ＰＲに努めるとともに、利用増につながる支援方法についてさらに検
討を進める。

Ａ

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 住宅環境の整備 施策番号

施 策 名 省エネルギーや人にやさしい住まいづくりの促進 65
担 当 課 建設部建築課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　建築確認申請や住宅相談の業務を通じて、住宅の省エネルギー化やバリアフリー化に係る助言や普及啓発パンフレットの配付など
による情報提供を行い、省エネルギーやバリアフリーに対応した住宅建設の普及に取り組んできた。

施策の達成度
評価理由

　建築確認業務の民間開放に伴い、本市における一般住宅（4号建築物）の建築確認申請の件数は、年々、減少して
いる傾向にはあるが、本市が確認を行った一般住宅については、外壁や開口部など一定以上の断熱性が図られてい
るとともに、手すりの設置や段差解消などのバリアフリー化が概ね図られていることから、着実に環境に配慮した人に
やさしい住まいづくりの促進が図られている。A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 住宅環境の整備 施策番号

施 策 名 耐震・耐久性に優れた家づくりの促進 64
担 当 課 建設部建築課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　住宅の耐震化については、「千歳市耐震改修促進計画」に基づき、住宅に係る相談窓口の設置、出前講座などによる耐震改修等の
必要性やその効果についての情報提供などを行うとともに、木造住宅に対する耐震診断や耐震改修の補助制度の創設、職員による
無料簡易耐震診断を実施し、住宅の耐震化促進に取り組んできた。
　また、長期優良住宅については、相談窓口やホームページによる認定制度に係る情報提供などにより、耐久性に優れた住宅の促進
に取り組んできた。

施策の達成度
評価理由

　平成20年度に「千歳市耐震改修促進計画」を策定し、平成27年度までに住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率の
目標90%の達成に向けて、建築物の耐震化を促進するための環境整備や普及啓発に取り組んできており、木造住宅の耐震化の
促進を図るため、平成21年度に耐震診断、平成24年度に耐震改修の補助制度の創設などを行い、平成27年度に住宅の耐震化
率90%を達成したところである。
　平成28年度の計画改定に伴い、令和2年度までに住宅等の耐震化率の目標を95%に引上げ、平成29年度には木造住宅の耐
震診断の補助率を2/3から4/5に引上げ、更なる耐震化率の向上に取り組んだところである。
　令和2年度までに住宅の耐震化率の目標95%を達成することについては難しい状況にはあるものの、これまで行ってきた広報
活動による耐震化促進の普及啓発や住宅所有者への補助制度による支援のほか、住宅の建替えや既存住宅の除却などによ
り、本市の耐震化率は近隣市よりも2.5ポイント以上高い状況にあり、着実に住宅の耐震化が進んでいる。
　また、長期優良住宅については、相談窓口やホームページによる認定制度に係る情報提供などにより、認定件数が順調に延
びており、耐久性に優れた住宅の促進が図られている。

A
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基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 防衛施設周辺の諸障害対策の推進 施策番号

施 策 名 防衛施設周辺対策の推進 69
担 当 課 企画部基地政策課

関係課（組織順） 企画部主幹（交通政策担当）、建設部道路建設課、建設部都市整備課、建設部電気設備課

取組の結果（内容）

防衛施設に起因する諸障害を解消するため、防衛省所管補助金の予算確保や制度の改善・拡充等の要望運動やＣ経路舗装補修工
事や共同受信施設施設の更新等を実施した。
また、在日米軍再編の訓練移転の実施にあたり、市民の安全、安心を確保するため、国に対し各種の体制を求めたほか、訓練情報の
市民周知等を実施した。

施策の達成度
評価理由

防衛省所管補助金の予算確保や制度の改善・拡充等の要望運動により、市はＣ経路舗装補修事業や避難用車両等
整備事業（避難用車両・避難用待避所）などを実施したほか、国は再編関連訓練移転等交付金制度を創設するなど
一定の効果を上げている。
なお、国の財政状況に直接影響を受ける施策であり、現状では大幅な事業の進捗を望むことは難しいが、引き続き、
防衛施設に起因する諸障害を解消するため、国に対し要望運動を実施する必要がある。
また、在日米軍再編の訓練移転については、「米軍再編に係る千歳基地への訓練移転に関する協定」の遵守など市
民の安全・安心対策に関する国との協議、警察・医師会・商工会議所等を構成員とした連絡調整会議による訓練情報
の共有、さらには、訓練期間等に関する市民周知を行った結果、事件・事故もなく訓練が行われた。

A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 防衛施設周辺の諸障害対策の推進 施策番号

施 策 名 航空機騒音対策・移転跡地活用の推進 68
担 当 課 企画部基地政策課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

国に対して休日や早朝・深夜の訓練等の自粛や住宅防音対策の制度改善・拡大等について要請するとともに、生活環境を改善・向上
するため小中学校の防音工事等を継続的に実施した。また、移転跡地については、国有財産使用許可を受け、スポーツ広場や花壇な
どとして有効活用を図った。

施策の達成度
評価理由

防衛施設の運用について、国に対し休日や早朝・深夜の訓練等の自粛を要請したほか、市民から寄せられた航空機
騒音等に関する対応を国に求めた。
住宅防音対策の制度改善・拡大等については、残居室がない住宅についても、外郭防音工事の実施を可能とする制
度の拡充がなされるなど一定の効果を上げている。
しかしながら、住宅が防音工事の対象区域に所在しているものの、区域指定を定めた告示日以降に建てられた住宅
は防音工事の助成対象外であることなど制度上の課題があるため、引き続き、住宅防音対策の制度改善・拡大等を
国に要請していく必要がある。
また、生活環境の改善・向上に資する事業については、国の厳しい財政状況の影響を受け、事業の進捗に劇的な改
善等は見られないものの、国による住宅防音工事の着実な実施、小・中学校等の防音工事の計画的な実施や移転
跡地の有効活用など、継続的な施策を推進し、確実に成果が上がっている。

B

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 安心して暮らせる川づくりの推進 施策番号

施 策 名 治水事業の推進 67
担 当 課 建設部事業庶務課

関係課（組織順） 建設部道路管理課

取組の結果（内容）

　国による千歳川流域における総合的な治水対策に加え、市街地の千歳川沿いにおける連続した遊歩道や広場などの水辺環境の整
備について、国や北海道に対し要望活動を行ってきた。
　また、市の管理する河川については日常的なパトロールや草刈り、浚渫など適切な維持管理を実施し、河川の流下能力の維持に努
めてきた。

施策の達成度
評価理由

　流域住民の生命・財産を保全するため、千歳市が中心となり官民一体となって行う治水対策事業は効果的な手段で
あり、合わせて普通河川の機能維持を含めた事業を実施することでさらに効果的な治水対策が可能となり、また、市
街地の千歳川沿いにおいては、市民が水と親しみやすい空間を形成する水辺環境の整備が求められてきたことか
ら、国や北海道に対し整備促進に対する要望活動を行ってきた。
　当市においては遊水地の整備をはじめ、堤防整備、河道掘削など、国により治水対策が進められ、令和２年度末時
点で、根志越遊水地整備は100％（令和元年度完了）、堤防整備は約35％、河道掘削は100％（平成18年度完了）進
捗していることから、要望活動による事業促進の成果は表れている。
　また、市の管理する河川については、日常的な維持管理により、排水時における流下能力など河川の機能を維持で
きていることから、引き続き、適切な河川の維持管理を行うため、事業を継続することとする。

A
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取組の結果（内容）

生涯学習や市民協働によるまちづくりを推進する施設として、平成20年度から継続して市民活動団体による適切な管理運営及び独自
の提案・企画による取組が積極的になされている。市民活動に関する指導・相談機能も果たしており、人材ネットワークや情報を広く有
する市民活動団体が運営することで、学びあえる仕組みづくりの推進に寄与している。

施策の達成度
評価理由

ミナクールの活用数は平成28年度をピークに増加し、その後天災や感染症拡大の影響を受けながらも、1万人超でほ
ぼ横ばいの推移をしており、市民活動の場として認知されている。また、市民活動に関する相談対応や、ホームペー
ジへの市内生涯学習情報掲載など、情報提供、指導、相談機能も一定程度果たしている。A

基 本 目 標 安全で安心して暮らせるまち 展開方針 安全で安定的な水の供給 施策番号

施 策 名 水道給水の充実 70
担 当 課 水道局水道整備課

関係課（組織順） 企画部企画課、水道局経営管理課、水道局水道サービス課

取組の結果（内容）

　安全で良質な水道の供給体制を図るため、水道施設の計画的な更新や点検、清掃、修繕等を通じて適正な維持管理に努めたほか、
平成２７年４月からの新たな受水費増加に伴う収支の悪化を平成３０年４月に水道料金の改定を行って改善を図り、令和２年４月には、
効率的な事業運営を確保するための組織改正を実施した。また、平成３０年９月に発生した「北海道胆振東部地震」を受け、令和２年
度に地震災害時に指定避難所や医療機関など給水が特に必要となる重要給水施設への配水管の耐震化整備に着手した。

施策の達成度
評価理由

・水道施設の適正な維持管理や運転管理を行うとともに、施設の更新や改修を計画的に実施したことにより、国の定
める水質基準を満たしていたこと、
・耐震性能を有する石狩東部広域水道企業団（拡張事業）からの受水・配水系統を活用し、避難所や防災拠点などの
重要給水施設への配水管整備についての検討及び水道施設更新実施計画の変更を行った上で、令和２年度から当
該工事に一部着手したことから、達成目標以上の進捗であったこと、
・老朽管の更新については、老朽度、重要度及び大規模地震対応を踏まえ、水道施設の適正な維持管理と水道事業
会計の健全化を進めた中で、送・配水管の耐震化整備は計画どおり進捗し、目標値である耐震化率２４％を達成した
こと、
・このほか、平成３０年度に実施した千歳市民まちづくりアンケートにおいては、「上下水道の整備」に対する満足度が
最も高く評価されていることから、施策は十分達成できたものと評価した。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 生涯学習のまちづくり 施策番号

施 策 名 市民活動の活性化とネットワーク体制の充実 72
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 生涯学習のまちづくり 施策番号

施 策 名 学びあえる仕組みづくりの推進 71
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

生涯学習フォーラムや千歳学出前講座、生涯学習まちづくりフェスティバル事業など、市民が学んだ成果を生かすとともに生涯学習活
動との関わりを持つきっかけとなる取組を行った。新型コロナウイルスの感染拡大以降は、開催の延期等を余儀なくされている中、オン
ラインを活用した新たな活動方法の提示や交流の場の創出にも取り組んだ。

施策の達成度
評価理由

市民アンケートにおける「生涯学習の情報や機会の提供」の満足度は平成30年度において目標を達成している。ま
た、千歳学出前講座受講者数及びふるさとポケット関係者数も増加傾向にあるほか、みんなで、ひと・まちづくり委員
会の運営によるひと・まちづくりリーダー養成事業も継続的に事業を重ね、市民が主体的に学び合うまちづくりに参加
する土台が出来てきている。A
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取組の結果（内容）

ICT環境整備については、児童生徒の情報活用能力の育成や、個別最適化された学習環境を整備するため、全小中学校に電子黒板
等のICT機器やデジタル教科書の導入、校内無線LAN環境の整備を終え、さらには児童生徒１人１台端末環境に向け、学習者用コン
ピュータの整備に着手している。学校施設については、改修や維持管理により、児童生徒の快適で安全安心な学校生活に寄与してい
る。また、北陽小学校の過大規模校の状態を解消するため、計画に沿って分離新設校の建設を進めている。学校図書環境について
は、学校司書の配置により、図書の良好な環境整備が図られ、読書イベントや授業支援などの教育活動の充実に寄与している。

評価理由

・ICTを活用した学習が効率的に行われるために必要な環境を整えるため、全小中学校に、電子黒板等のICT機器や
デジタル教科書の導入、校内無線LAN環境の整備を終え、さらには児童生徒１人１台端末環境整備に向け、学習者
用コンピュータの整備に着手している。
・学校施設の改修や維持管理など、児童生徒の快適で安全安心な学校生活に寄与しているが、施設の老朽化に対
応するため、各設備の更新等を目的とした対策が重要である。
・北陽小学校の過大規模校状態を解消するため、分離新設校であるみどり台小学校の令和４年度開校に向けて取り
組んでいる。
・学校図書館司書の配置により、学校図書館の利活用が進み、調べ学習の充実等に寄与している。
・成果指標である「小・中学校の教育環境に関する市民の満足度」については、令和２年度の成果が無く、達成度が
確認できないが、平成26年度及び平成30年度の実績から、達成度は90％程度と推察できる。

B

取組の結果（内容）

幼稚園教育の振興を図るため私立幼稚園に対して補助金を交付している（幼稚園を活用した子育て支援としての2歳児受け入れの就
園奨励費補助、燃料費・光熱水費補助、障害児教育補助、建設資金利子補給補助、私立幼稚園連合会研修費補助）。
今年度は新型コロナウイルス感染症の影響により私立幼稚園連合会研修会は開催見送りとなり、補助は行っていない。

施策の達成度
評価理由

　全国的な少子化傾向と、女性の就労率上昇が影響し、幼稚園就園率は減少している。
　より良い環境で教育を受けられる幼稚園教育への支援、幼稚園と小学校との連携などの事業効果はあり、現在の
事業構成は適切なものであり、成果目標には到達していないものの、保護者の経済的負担軽減、幼稚園への就園を
希望する園児が適切な教育を受けるための支援策として、一定の成果をあげている。
　今年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、私立幼稚園連合会研修会は開催見送りとなり、幼稚園連合会
研修費補助金については交付していないが、令和３年度に向けても、私立幼稚園連合会研修費補助単価を減額する
など、コスト削減についても成果を上げた。

B

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 快適な学校環境の整備 75
担 当 課 教育部企画総務課

関係課（組織順） 教育部主幹（新設校建設担当）、教育部文化施設課

取組の結果（内容）

平成30年度以降支援対象校を市内全小中学校に拡充し、地域コーディネーターの配置やボランティアの増加により、学校からの支援
要請に関して、おおむね対応できる体制が構築できている。新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、学校からの新たなニーズも生まれ
ており、それらに積極的に地域人材を活用するため、地域や企業、大学等と連携しながら人材確保に取り組んでいる。
放課後子ども教室は、児童の安心安全な学習拠点として、様々な活動プログラムを提供しており、令和元年度からは児童館未設置校
の千歳小学校で実施している。

施策の達成度
評価理由

学校支援地域本部事業では平成30年度から支援対象校を市内全小中学校に拡充し、学校からの要請におおむね対
応できる体制ができており、子どもたちの育ちを支える地域住民の活動が学校支援を通じて活発に行われている。A

関係課（組織順）

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 幼稚園教育の充実 施策番号

施 策 名 幼稚園教育の充実 74
担 当 課 こども福祉部こども政策課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 生涯学習のまちづくり 施策番号

施 策 名 未来の社会を担う人づくりのための機会の創出 73
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）
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取組の結果（内容）

　教育支援委員会の設置及び障がい児教育相談員の配置により、障がいのある子どもたちの適正な就学先確保のため保護者との相
談を実施した。また、平成28年度から特別支援教育学校指導担当主査を配置し専門家チームと連携しながら特別支援教育コーディ
ネーター委員資質向上のために研修及び相談支援等を行った。更に学校における早期から一貫した教育支援が進められるように「個
別の教育支援計画」等の作成及び活用の推進や児童生徒ヘルパー、特別支援教育支援員の配置を行った。

施策の達成度
評価理由

　・障がい児教育相談員により、就学前の早期からきめ細やかな相談支援、関係機関との連携が実施されている。ま
た、教育支援委員会の判定に基づいて保護者と面談等を行い、合意形成を図るなど、障がいのある子どもたちの適
正な就学先決定に向けた取り組みが推進された。
・市内小中学校の特別支援学級及び通常学級に児童生徒ヘルパー及び特別支援教育支援員の配置を継続し、小中
学校における特別支援教育体制の充実が図られた。
・平成28年度からの特別支援教育学校指導担当主査を配置したことにより、各学校における「個別の教育支援計画」
等の作成や活用が推進され、教育的支援を要する児童生徒の早期から一貫した支援の充実が図られた。また、本市
が設置する「特別支援教育専門家チーム」と連携し、各学校のコーディネーター研修や児童生徒の検査及び保護者と
の面談を実施し、適切な教育支援を受けられる体制の充実が図られた。

A

取組の結果（内容）

　学校内の衛生状態の管理では、学校薬剤師等による定期検査の実施、経済的理由で就学が困難な家庭には、就学援助などによる
助成、遠距離通学者及び特別支援学級通学者の登下校のためのスクールバス・タクシーの運行、千歳っ子見守り隊による登下校時の
見守り活動などにより、安全安心な教育環境の充実を図る取組を進めた。

施策の達成度
評価理由

　学校環境の管理や児童生徒の健康状態の適切な把握、経済的な理由により就学困難な家庭に対しての就学援助
などによる助成、遠距離通学者及び特別支援学級通学者の登下校のためのスクールバス・タクシーの運行、千歳っ
子見守り隊による登下校時の見守り活動などにより安全安心な教育環境の充実が図られていることが、保護者の満
足度向上に繋がっているものと考えている。
　安心・安全な教育環境の充実については、子どもたちが一日の大半を過ごす場である学校の安全性の確保や、子
どもたちの健康状態の把握、通学や移動手段の確保、交通事故や不審者から子どもたちを守るための関係者による
通学路の合同点検、就学の意欲や教育の機会均等のための就学支援が必要であると考えることから、今後も児童生
徒が安心して学べる安全な教育環境の充実を図っていく。

Ａ

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 特別支援教育の充実 78
担 当 課 教育部学校教育課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　各学校の特色のある教育活動では、英語活動を新たに加えたアクティブスクール事業の実施、地域教育機関の連携では、公立千歳科学技術大
学の電子学習システムの活用や、学生による長期休業中の学習サポート事業を実施した。また、国際理解活動では、ALTによる英語教材の作成
や長期休業中の補習事業の実施、健やかな体づくりでは、校外活動のバス借り上げや、体育、文化活動の全国、全道大会出場補助金の支出な
ど、「豊かな心」「確かな学力」「健やかな体」のバランスがとれた子どもたちを育む教育活動の取組を進めた。

施策の達成度
評価理由

　各学校の特色のある教育活動や、家庭や公立千歳科学技術大学と連携した学習環境づくり、国際交流活動などを
積極的に進め、「豊かな心」「確かな学力」「健やかな体」のバランスがとれた子どもたちを育む教育活動の充実に努
めたことにより、教育の充実に関する保護者の満足度が高まっているものと考えている。
　教育活動の充実については、変化の激しいこれからの社会を生き抜くため、バランスのとれた力を育てる環境づくり
が必要であり、「千歳市学校教育基本計画」を基に長期的な展望に立った取組を進めてきた。
　また、重要性が指摘されている家庭教育の充実やグローバルな時代に求められる能力を身に付けさせるには、保
護者と学校、地域住民の間で、子どもたちの健全な成長を望む思いを共有し、相互の連携・協力による取組を充実さ
せること、国際理解活動など、各学校での特色のある教育活動の充実が必要である。
　今後も教育環境の急速な変化に迅速に対応するため、時代にあった教育活動や事業を適宜見直し拡充していくこと
が必要と考える。

Ａ

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 安心・安全な教育環境の充実 77
担 当 課 教育部学校教育課

関係課（組織順） 市民環境部市民生活課、教育部企画総務課、教育部青少年課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 教育活動の充実 76
担 当 課 教育部学校教育課

関係課（組織順） 教育部企画総務課、教育部学校指導課
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取組の結果（内容）

・学校給食実施基準に基づき、児童生徒の健康の増進等を考え、栄養バランスを考慮した献立を作成し、毎日給食を提供した
・学校給食衛生管理基準に適した運営ができるよう、調理場内各設備の日常的な保守点検と修繕や更新を行い、安心安全な給食を提
供した
・新学校給食センターの整備に向けて庁内外において検討を進め、令和元年度に施設の設置方式、整備プラン及び整備手法等を整理
した「千歳市新学校給食センター整備に向けた基本構想」を策定した

施策の達成度
評価理由

　学校給食の提供に当たっては、施設面の制約から、和え物やサラダなどの冷たい献立、焼き物が提供できないこ
と、食物アレルギーに対応した除去食等の調理・提供ができないこと等の課題があるが、毎日必要な食数を提供し、
食物アレルギー対応については、食材の使用量及び配合量を詳細に記載した「食物アレルギー対応献立表」を発行
する等、現状で可能な対応を行っている。
　課題を解決するためには、学校給食衛生管理基準に適合し、多様な献立や食物アレルギーに対応可能な新学校給
食センターの整備が必要であることから、令和元年度に策定した「千歳市新学校給食センター整備に向けた基本構
想」に基づき、早期の整備に向けた調査検討を進める。
　また、学校給食センターの日常的な保守点検と適切な設備の修繕や更新を行い、安心安全な給食の提供を行って
いることから、概ね評価が得られていると考える。

B

取組の結果（内容）

   不登校児童生徒の学校復帰については、個々の児童生徒の状態に応じた教育相談や指導体制を図り、子ども達の特性を理解しな
がら、放課後登校や別室登校など学校と連携し、柔軟に対応することで、学校復帰率の向上に努めた。
   相談業務については、いじめ・不登校等の要因が多様化複雑化してきているため、スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセ
ラー・心の教室相談員等が連携して、１人１人の相談に丁寧に対応した。

施策の達成度
評価理由

   学校復帰率については、児童生徒が一度不登校となり長期化した場合、学校復帰が難しい傾向にあるが、個々の
児童生徒の状態に応じた教育相談や、子ども達の特性を理解しながら放課後登校や別室登校など学校と連携し柔軟
に対応したことにより、目標値である学校復帰率70％を概ね維持することが出来ているものと思われる。
   相談業務については、いじめ・不登校等の要因が多様化複雑化している状況にあるが、１人１人に対応する相談時
間を確保し丁寧な対応を行ったことにより、全体的な相談時間が増え、目標値である相談業務時間数540時間を超え
る時間数を維持し、きめ細やかな対応が出来ているものと思われる。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 学校給食の充実 81
担 当 課 教育部学校給食センター

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　各学校において学校評議員や学校運営協議会委員による学校運営への参加や、保護者アンケートの活用により、保護者の学校評
価や学校運営のニーズを把握している。また、教職員の研修や連携を図ったことによる教職員の資質向上、電子黒板等のＩＣＴ機器の
整備による教職員の業務軽減により、教職員が児童生徒、保護者や地域と向き合える環境の改善など、学校を支える組織づくりを進
めた。

施策の達成度
評価理由

　各学校では学校評議員や保護者アンケートの活用により学校運営の改善を行っており、また、教職員の研修や連
携が図られ、教職員の資質の向上に繋がっている。さらに、電子黒板等のＩＣＴ機器の整備により教職員の煩雑な業
務が軽減され、教職員が児童生徒、保護者や地域と向き合える環境が改善されたことなどが、保護者の満足度向上
に繋がっているものと考えている。
　令和２年度は全ての小中学校において学校運営協議会が設置され、学校と地域が教育活動における目標やビジョ
ンを共有し、地域のもつ教育力も活用しながら教育を充実させる体制の整備が進んだことから、今後運用面での充実
を図り「地域とともにある学校」の取組をさらに推進する。
　学校が抱える教育課題の解決のためには、市・学校・保護者・地域及び教育関係団体の相互の連携や情報共有が
不可欠であることから、引き続き学校が地域と情報を共有し支え合う協力体制の構築とともに、直面する教育課題の
解決に向けた調査研究や研修活動に対する支援を継続していく。

Ａ

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 教育相談・指導の充実 80
担 当 課 教育部青少年課

関係課（組織順）

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 小中学校教育の充実 施策番号

施 策 名 学校を支える組織の充実 79
担 当 課 教育部学校教育課

関係課（組織順） 教育部企画総務課、教育部生涯学習課、教育部学校指導課
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関係課（組織順） 教育部文化施設課

取組の結果（内容）

保護者を対象とした親の自覚や教育力を高める学習機会として、ママさん教室や男性の子育て講座を実施した。また、祖父母や地域
住民など幅広い世代の人たちを対象とした家庭教育に関する理解を深める学習機会として家庭教育セミナーを実施した。さらに、子ど
もの望ましい生活習慣の定着などに取り組む千歳市ＰＴＡ連合会の活動を支援した。

施策の達成度
評価理由

千歳市は人口の転出入が多い特性があり、近年の全国的な核家族化の進展や地域のつながりの希薄化、夫婦共働
き世帯やひとり親家族の増加などもあり、以前よりも身近な人から子育てを学ぶ機会や相談・協力が得られにくくな
り、保護者が孤立した状態で子育てをする傾向が見られる。そのような中、家庭教育を担う親としての育ちを支援する
学習機会や地域住民など親以外の世代も対象に家庭教育の理解を深める学習機会の提供、保護者間での情報共
有の機会提供などを通じて、参加者の家庭教育への参加意欲を高めることができた。

A

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

市民生活の向上に向けた学習機会として、市民を対象に市民教養セミナー、パソコン講習会、英会話教室、英語暗唱コンテストを実施
した。また、高齢期を生きがいのある人生として送るための学習機会として、千歳高星大学、千歳市若返り学園を継続実施するととも
に、平成25年度からは新たに千歳高星大学大学院を開講した。

施策の達成度
評価理由

一般市民を対象として、市民生活の向上に向けた学習機会を継続的に提供し、市民ニーズに対応したテーマやその
時代に適応したテーマを設定することで多くの方に参加していただき、生活課題や現代的・社会的課題など講座内容
の理解につながった。また、60歳以上の市民を対象として、高齢期を生きがいのある人生として送るための学習機会
を提供し、地域のボランティア活動への参加や学習修了後の学習グループの結成など、地域参画の意欲を高めるこ
とができた。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 社会教育の充実 施策番号

施 策 名 家庭教育の充実 84
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

少子化による中卒者の減により、石狩学区内の高等学校入学定員も減となっているが、高等教育行事への参加や石狩管内公立高等
学校配置計画地域別検討協議会など様々な機会で状況の確認をするなどし、適正な定員の確保に努めた。
また、修学支援事業では、その能力があるのにもかかわらず、経済的な理由で修学が困難な学生・生徒に対する支援を目的に、高校
生月7,000円、大学生月10,000円の奨学金を給付しているが、奨学金希望者は増加傾向にあるため、選考基準に達するものをできるだ
け選考できるよう、交付枠を拡大し、奨学金給付率の上昇を図った。

施策の達成度
評価理由

・高等学校の定員は、石狩学区内全体の中卒者の推移及び将来見込みが減少傾向にあり、北海道は、その状況を
踏まえ定員数を調整している。また、市内中卒者は毎年の増減はあるが長期的に見ると減少傾向で推移しているた
め、学区内の状況を踏まえたうえで、石狩管内公立高等学校配置計画地域別検討協議会など様々な機会で北海道
に状況の確認をし、必要に応じて意見をするなどの対応を行い、成果指標である「高等学校教育等の入学定員」の令
和2年度目標値の93.3％を達成した。
・経済的な理由で修学が困難な生徒・学生に対して、奨学金の交付枠をH24に15名、H29に20名、R1に30名拡大した
ことで、奨学金給付率が上昇した。また、その原資となる奨学基金の充実のため、寄附募集の促進を行い、基金が増
加している。今後についても、寄附者の厚志をより有効に活用し、社会情勢や市民ニーズ、基金や出願状況を見なが
ら、制度の拡充や見直しを行う必要がある。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 社会教育の充実 施策番号

施 策 名 学習機会の充実 83
担 当 課 教育部生涯学習課

担 当 課 教育部企画総務課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 高等学校教育等の充実 施策番号

施 策 名 教育機会の拡充 82
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関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳市の文化団体の協議機関である千歳市文化団体連絡協議会の活動を支援することで、芸術や生活文化など様々な分野において
文化団体の活動が活発に行われている。また、教育委員会主催事業としてフレンドリーコンサートを実施し、合唱団体間の交流や市民
の芸術鑑賞の機会となっている。

施策の達成度
評価理由

教育委員会の支援により、千歳市文化団体連絡協議会などの活動が継続的に行われるとともに、従来からのチトセ
市民芸術祭のほか、教育委員会の働きかけにより文化芸術団体交流展が新たに開設されるなど、活動成果の発表
や鑑賞機会の充実などにより、市民の文化活動支援による満足度の目標値を上回ることができた。A

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

市民文化センター･市民ギャラリーを指定管理者制度で管理運営するとともに、施設整備の更新・改修を計画的に実施したほか、市民
ニーズに対応した魅力的な文化芸術事業を開催し、市民が多様な文化芸術を鑑賞する機会の充実に努めた。

施策の達成度
評価理由

　文化鑑賞機会の充実のため、市民文化センターでは、多様な文化芸術や市民ニーズに応えた事業の開催に努めて
おり、成果指標である「延べ利用者数」は、平成26年度以降、「北海道胆振東部地震の影響があった平成30年度」及
び「新型コロナウイルスの影響があった令和２年度」を除き、目標値を上回る実績を達成している。
　成果指標については、災害等のあった年度を除くと順調な推移を示しており、また、施設設備については「舞台の吊
物ワイヤー」や「空調自動制御機器」を毎年度、順次交換修繕しているほか、令和元年度に「ホワイエのエレベーター
更新」を実施するなど、計画的に維持管理を実施している。これらの実績や取組により、施策の目指している「豊かな
心を持ち、潤いのある生活」のための「文化鑑賞機会の充実」については、十分な推進状況にあるものと判断し、施策
の達成度は「A」と評価する。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 市民文化の創造 施策番号

施 策 名 文化活動の推進 87
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

千歳公民館及び市立図書館の指定管理者による管理運営、農村地区の学習等の場である公民館分館を管理し、施設の修繕や各種
事業を開催することで社会教育施設の機能充実や環境整備を図るとともに、「図書館まつり」や「おはなし会」等により読書環境の充実
に努めた。

施策の達成度
評価理由

　二つの成果指標がいずれも100％を超える高い達成率であり、指標の対象としている千歳公民館及び市立図書館
が、適切に管理運営・維持管理されていることが高い評価に結びついているものと考えられる。
　また、市立図書館においては「読み聞かせ」や「ブックスタート」等により読書に親しむ環境づくりに努めているほか、
公民館分館については、分館長・分館主事と連携しながら随時必要な修繕を行うなど、地域住民が快適に利用できる
よう適切な管理に努めている。
　以上の実績や取組から、本施策が目指すこととしている「安全で快適に利用ができる」ための、「社会教育施設の機
能の充実」については、市民ニーズに応えた良好な成果が得られているものと判断し、施策の達成度は「A」と評価す
る。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 市民文化の創造 施策番号

施 策 名 文化鑑賞機会の充実 86
担 当 課 教育部文化施設課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 社会教育の充実 施策番号

施 策 名 社会教育施設の充実 85
担 当 課 教育部文化施設課
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関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　市指定無形文化財「泉郷獅子舞」と「アイヌの伝統芸能と工芸技術」の保持団体である泉郷獅子舞保存会と千歳アイヌ文化伝承保存
会に対して補助金を交付することで、活動を支援してきた。

施策の達成度
評価理由

　郷土の伝統文化である「泉郷獅子舞」と「アイヌの伝統芸能と工芸技術」は地域住民や保持団体の努力によって保
存継承されてきた。市はこれらを無形民俗文化財に指定し、保持団体に対して補助金を交付することで、今後も保存
され次世代に継承されるよう補完的に支援している。これらの施策もあって保持団体は地域と協力し活動を続けてお
り、目的は達成できたものと考える。なお、令和２年度は新型コロナウイルス流行の影響で講演会、公演を実施できな
かったため、成果指標の達成率は0％となったが、平成24・29・30年度の実績でみると100％となる。

B

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　埋蔵文化財センター展示室において、千歳の埋蔵文化財を中心とした常設展示を行うとともに、年１回程度企画展を行ってきた。ま
た、埋蔵文化財をテーマとした公開講座と体験学習会を実施した。指定史跡は清掃、下草刈りなどを行い快適に見学できるよう環境を
維持し、国史跡キウス周堤墓群については周辺調査を行ったうえで指定範囲を拡張し、保存活用計画を策定した。

施策の達成度
評価理由

　埋蔵文化財センターは、千歳の自然、歴史、文化にふれあう拠点施設として、常設展や企画展開催により市内外の
見学者に文化財を公開してきた。また、公開講座や広報資料作成により、縄文遺跡群や市内の埋蔵文化財について
の市民の理解をより深め、体験学習等の実施により関心を持つ市民のすそ野を広げる役割を果たしてきた。
　国史跡キウス周堤墓群については史跡指定範囲の周辺部での発掘調査、報告書の作成を実施し、史跡指定範囲
の拡張を行ったうえで、保存活用計画を策定し、今後の整備事業の指針を示すことができた。
　これらの施策により、文化財や史跡の保存伝承について、市民の理解は深まり、関心が高くなっていると判断され
る。

B

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 文化財の保護と活用 施策番号

施 策 名 伝統文化の保存と継承 90
担 当 課 教育部埋蔵文化財センター

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　埋蔵文化財を保護保存していくために、周知の埋蔵文化財包蔵地やその可能性地の開発については埋蔵文化財保護のための事前
協議を行ってきた。開発により遺跡が破壊される場合には発掘調査を行い報告書を刊行した。試掘調査の結果などにより新たな埋蔵
文化財包蔵地が発見された場合などには周知資料の整備を行った。

施策の達成度
評価理由

　開発による埋蔵文化財の破壊を防ぐためには開発計画者の理解が必要となる。周知資料を整備するとともに、コン
ピューター上でGISによる各種関連情報の一括管理を進めることで、開発計画者からの照会に対して迅速かつ的確に
回答できており、事前協議のほぼ確実な提出につながっている。事前協議の結果、遺跡の破壊が避けられないと判
断された場合は発掘調査と報告書刊行により記録保存することで、後世に遺跡の内容を伝えられるようにしてきた。
文化財パトロールを行うことで、埋蔵文化財包蔵地の状況を定期的に確認するとともに、無届の開発行為が行われて
いないかの監視にもつながった。また、有形無形の様々な文化財のうち重要なものを指定し、保護保存に努めてき
た。これらの取り組みの結果、十分に目標が達成できたものと考えられる。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 文化財の保護と活用 施策番号

施 策 名 郷土資料の公開と活用 89
担 当 課 教育部埋蔵文化財センター

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 文化財の保護と活用 施策番号

施 策 名 文化財の保護と保存 88
担 当 課 教育部埋蔵文化財センター
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関係課（組織順） 観光スポーツ部観光課、教育部文化施設課

取組の結果（内容）

地域における児童の健全育成及び市内子ども会活動の推進を図るため青少年育成推進員を設置し、各種事業を支援した。また、青少
年の体験活動の機会充実を図るため、関係団体と連携し、青少年の体験活動等に関する情報の収集・提供を行った。体験活動事業と
して、チャレンジ教室、千歳市・指宿市青少年相互交流事業、イングリッシュキャンプを実施した。さらに、（公財）千歳青少年教育財団
の教育事業を補助金交付を通じ支援した。

施策の達成度
評価理由

教育委員会及び（公財）千歳青少年教育財団において、自然体験、社会体験、科学探究活動、リーダー養成、姉妹都
市交流など各種青少年体験活動の機会を提供し、全体を通じて多くの参加があった。事業情報紙「マナビィ」や「少年
団体等一覧表」を発行して小中学生などに情報を提供し、体験活動への参加を促進することができた。また、様々な
団体や機関の協力により、各種体験の機会が充実し、青少年の健やかな成長に寄与した。A

関係課（組織順） 建設部都市整備課、建設部営繕課、建設部建築課

取組の結果（内容）

　市民のスポーツ施設を利用しての活動に支障がないよう、スポーツ施設の整備や改修を行うと同時に、安全性及び快適性の維持と
向上に努め、利用者の利便性を図るため、効率的な施設運営を行った。
　また、市内の小中学校施設を学校教育に配慮しながら、スポーツの普及、幼児・児童の安全な遊び場や地域開放の施設として活用し
た。

施策の達成度
評価理由

　スポーツ施設の計画的な改修を行い、安全性及び快適性の維持と向上に努めるとともに、効率的な施設管理運営
の充実を図るため、指定管理者と連携しながら、市民ニーズに沿った親しまれる管理運営の遂行により、最終年度で
ある令和２年度の利用者満足度は、85.2％と目標値を下回ったが、満足度における目標指数の達成率が90％以上
と、おおむね順調に推移したため。Ａ

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 青少年の健全な育成 施策番号

施 策 名 青少年健全育成活動の推進 93
担 当 課 教育部生涯学習課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　市民一人ひとりが健康ですこやかな生涯を送ることができるよう、年齢や体力に応じたスポーツ活動の促進を図るためにスポーツイ
ベント、スポーツ教室を実施した。
　また、既存のスポーツ施設のほか学校体育施設を開放することでスポーツ機会の拡充を図った。

施策の達成度
評価理由

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により例年人気のある各種イベントが中止されるなど定員等に
対する参加者の割合は低下したが、千歳市内で近年需要が高まっている「キンボール」のほか、「カローリング」の交
流大会を開催するようになり、幅広い年代の人たちがスポーツに親しむ機会を提供した。
　また、千歳市体育協会において開催している教室も種目によっては定員を超えるものもあり、コロナ禍においてもス
ポーツイベントやスポーツ教室などは需要があった。
　スポーツ施設利用者数も新型コロナウイルス感染症拡大防止による施設閉鎖の影響があり、利用人数は減少し
た。

B

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 生涯スポーツの推進 施策番号

施 策 名 スポーツ施設の充実 92
担 当 課 観光スポーツ部スポーツ振興課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 生涯スポーツの推進 施策番号

施 策 名 生涯スポーツの啓発と普及 91
担 当 課 観光スポーツ部スポーツ振興課

414141



関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　姉妹都市であるアンカレジ市や指宿市との相互理解を深めるとともに、友好親善の推進やまちの活性化を図るため、アンカレジ市サ
ンドレイク小学校とミアーズ中学校との相互間交流、日本語スピーチコンテストへの支援や指宿市との相互訪問交流、各種イベント交
流等を通じて、市民の理解や人材育成が図られ、施策の推進に効果があった。

施策の達成度
評価理由

　姉妹都市との友好親善や人的・文化的な交流を実施し、市民の相互理解や人材育成を図っているほか、平成28年
度からアンカレジ市サンドレイク小学校、ミアーズ中学校との交流を開始し、令和元年度には先住民族交流を新たに
事業に盛り込むなど、様々な分野を通して交流を推進した。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、学校間の交流や指宿市との交流が中止になったこと
から実績値が低い水準に留まったが、平成23年度から令和２年度までの参加者数10年平均は275人であり、目標値
を超えているため達成できたと評価する。

A

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　国際交流社会で積極的に行動する人材や地域において国際交流を推進する人材を育成するためには、様々な分野において交流す
ることが重要であることから、友好親善都市や姉妹都市との交流事業や諸外国からの来訪者受入れを実施するとともに、千歳国際交
流協会主体の各種イベントや講座開催、オンライン等を通じて交流を推進した。

施策の達成度
評価理由

　市民団体などと連携を図りながら国際理解の促進や国際性豊かな人材の育成等、様々な分野において国際交流機
会の拡充を図ったことにより、平成23年から令和２年までの実績値の平均が、目標の72％の達成率となっている。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、来訪者の受入れや訪問事業が中止となったが、オンラ
インを活用した姉妹都市との交流や講座を実施している。
　また、例年は国際交流に対する市民の意識を高めるため、各種事業の訪問結果や受入れ結果をホームページや広
報誌を活用して広く市民に周知していることなどから、目的はおおむね達成していると評価する。

B

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 多様な地域間交流の推進 施策番号

施 策 名 人と地域が育む姉妹都市交流の推進 96
担 当 課 観光スポーツ部交流推進課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　青少年指導センターの巡回指導については、青少年の行動実態に即したものとなるよう、時間帯や場所等を検討しながら実施し、指
導や声かけを行っている結果、当センターの活動が児童・生徒にも広く浸透されていることや成果指標の実績値には、これまでの指導
の効果があったものと思われる。
　また、児童との対話等を通じて非行防止を図る青少年育成指導活動や、関連団体との連携協力を進めることで、青少年を取り巻く環
境の健全化に効果を上げている。

施策の達成度
評価理由

   市街化区域内の小学校区毎に青少年指導員を配置し、学校や地域行事などで児童と直接触れ合うことにより、情
操を培い、健全育成や、問題の早期発見などに効果を上げている。
　毎日の巡回パトロールや街頭指導においては、青少年として不適切な場所などに立ち入ることのないよう、日常的
に指導することにより、非行や、その被害の発生を防止できているものと思われる。
　また、千歳市児童生徒校外生活指導基準を基に学校、PTA、警察と連携し、児童生徒への指導の徹底を実施して
いるほか、特別巡回において、夜間における興行場の巡回及び有害図書立入調査を実施している。
　目標値は、青少年指導センターによる巡回の際、指導した件数を低減させることである。指標となる青少年指導件
数は、年度により変動はあるものの、目標値は達成されていることから、順調に推移してくことが期待される。
　令和元年度指導した件数の増加については、今年度から夕方、夜間だけではなく日中のゲームコーナー等を重点
的に巡回を強化したものである。

A

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 多様な地域間交流の推進 施策番号

施 策 名 人と地域が育む国際交流の推進 95
担 当 課 観光スポーツ部交流推進課

基 本 目 標 学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち 展開方針 青少年の健全な育成 施策番号

施 策 名 青少年の非行防止 94
担 当 課 教育部青少年課

424242



関係課（組織順）

取組の結果（内容）

環境と調和した農業の推進について、『エコファーマー認定農家割合』を成果指標として実施してきたが、平成３０年度から施策を構成
する事業である「環境保全型農業直接支援事業」の要件が変更され、事業の取組にエコファーマーの認定が不要となったことから、エ
コファーマー認定農家の割合が伸び悩む結果となった。
しかし、環境保全型農業直接支援事業の取組面積は毎年増加し、たい肥等を活用した土づくりと化学肥料・農薬の使用の低減など、
環境との調和に配慮したクリーン農業を推進しており、第７期総合計画では、クリーン農業実施ほ場面積を成果指標としている。

施策の達成度
評価理由

地球温暖化防止や生物多様性保全を目的とし、有機農業や減農薬・減化学肥料等の取組に対する助成事業を実施
することにより、環境に配慮した営農の継続が実現できている。また、環境に配慮した農業を行う「エコファーマー」の
認定を受けた農業者も、おおむね成果指標の目標値に近いものとなっている。このほか、畜産環境整備助成事業とし
てふん尿処理施設を整備した畜産農家にリース料の一部を助成することにより、農村地域の環境保全に寄与した。B

関係課（組織順） 農業委員会事務局管理課

取組の結果（内容）

　農業者の高齢化や農家戸数の減少に伴い認定農業者も基準値に比較すると減少傾向にあるが、新規就農者の開拓と併せて増加に
努める。
　研修会参加者数は、新型コロナウイルスの影響により減少したものと思われるが、次年度以降、道央農業振興公社等関係機関と連
携し、目標値の達成を図る。

施策の達成度
評価理由

担い手となる農業者の人数は減少傾向にあるが、主に農業者の高齢化や農家戸数の減少が影響しているものと思
われる。今後、機械化を促進し作業の効率化を図ることで担い手を確保するとともに、関係機関との連携を進め、地
域の中心的経営体の育成に努めていく。
新規就農者を対象とした研修の参加者については、現状値よりも増加しており、目標は達成できたものと思われる。
今後も、情報基盤、生活排水処理施設の整備のさらなる促進により定住環境を向上させ、新たな農業担い手の確保
を図る。
研修会への参加者は目標を下回っているものの、新型コロナウイルスの影響もあるものと思われ、他の指標は７割以
上の達成度となっていることから、全体としては概ね達成できたものと考える。

B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 農業の振興 施策番号

施 策 名 環境と調和した農業の推進 99
担 当 課 産業振興部農業振興課

関係課（組織順） 農業委員会事務局管理課

取組の結果（内容）

・農業関係機関・団体と連携し、国・道の補助・助成制度等を活用して、農業経営の安定化や体質強化につなげた。
（※令和2年度の資金活用件数については、新型コロナウィルスの影響を受けて、農業投資を控えたものと思われる。）
・市営牧場の適正な管理運営を行えるよう計画的に施設の改修や農業機械の更新を実施するとともに、酪農ヘルパー組合に対する助
成の継続により、酪農家の労働負担軽減や経営コストの削減等、安定した経営基盤の維持・向上が図られた。
・市内の農地集積率は、目標値を達成しており、今後、離農等により発生が懸念される遊休農地について、関連事業により新たな担い
手を開拓し、集積率の維持向上を図る。

評価理由

農業を取り巻く状況は、担い手不足や営農者の高齢化、農畜産物価格の低迷、国際情勢の変化など、様々な課題が
ある。このような中、農業者が安定した経営を行えるように、貸付事業や国の経営安定化対策事業等の事務事業を実
施し、一定の成果が得られていると考える。今後も、国の農業施策の動向や地域の実情・意向を踏まえ、農業者に対
する必要な支援を行い、持続可能な力強い農業の実現に努めていく。B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 農業の振興 施策番号

施 策 名 農業の担い手の育成・確保 98
担 当 課 産業振興部農業振興課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 農業の振興 施策番号

施 策 名 農業経営の強化 97
担 当 課 産業振興部農業振興課

434343



関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　排水路、排水機場、耕地防風林などの市が管理する農業用施設の機能を維持するため、日常的な点検、修理など適正な管理に努め
ていることから、大雨や台風などから農地及び農業用施設への被害を未然に防ぐことができた。

施策の達成度
評価理由

　市が管理する農業用施設の適正管理によって、風水害の防止に寄与する事業であり、土地改良受益地における農
業用施設の管理に起因する風水被害を防止できていることから、十分な成果が得られている。A

関係課（組織順） 産業振興部農業振興課

取組の結果（内容）

　国営道央地区土地改良事業期成会の構成機関として、事業についての要望活動を行った。また、平成30年度に同事業が事業完了と
なった後は、地元負担分の維持管理費を負担し、施設の安定的な運用に努めた。

施策の達成度
評価理由

　本事業の成果指標である「土地改良事業実施済み面積」は、平成22年度に実施した事業により目標値を達成してお
り、現状、農業者から新たな要望もなく、順調に推移していることから、十分な成果があったと考えられる。A

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 優良農地の確保 施策番号

施 策 名 農業用施設の適正管理による災害防止 102
担 当 課 産業振興部農村整備課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

主に農業者で組織されている千歳市グリーン・ツーリズム連絡協議会を支援し、市内外でのイベントで千歳市の農村地域や観光資源
をPRしたほか、市内小学校などへの出前講座やセミナー開催などを通じて都市と農村の交流促進に取り組むとともに、地産地消の取
り組みを推進した。

施策の達成度
評価理由

　千歳市グリーン・ツーリズム連絡協議会会員の高齢化に伴う退会が新規加入者を上回り、会員数が減少傾向にあ
るほか、近年の建設費高騰により、グリーン・ツーリズム関連施設数は前年度を下回るものの、平成23年度からの平
均では81％の達成率となっている。
　なお、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、とりたて野菜市などのイベントが実施できなかったこと
から実績値はゼロとなっているが、平成23年から令和２年までの10年平均は6,000人（75％）を超えていることから、直
売イベント等への参加者数についても、おおむね達成していると評価した。
　また、施策の達成度は、市内のイベントや農産物直売所を通じた地産地消を図っており、近年ではマップツアーや料
理講習会などを通じて都市と農村の交流が図られていることから、目的は達成する見込みである。

B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 優良農地の確保 施策番号

施 策 名 生産性の高い土地基盤整備の推進 101
担 当 課 産業振興部農村整備課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 農業の振興 施策番号

施 策 名 都市と農村の交流促進 100
担 当 課 観光スポーツ部交流推進課

444444



関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　ヒメマスの通年供給や特産品の開発などの支笏湖漁業協同組合の取組を続け、地域団体商標登録の出願をして商標登録を進める
とともに、支笏湖産チップ（ヒメマス）の知名度向上を図るため、各種イベントへの参加を通してブランド化を推進し、新たな商品開発を
試みた。

施策の達成度
評価理由

　支笏湖における内水面漁業は、支笏湖漁業協同組合が漁業権を取得し、ふ化放流事業や遊漁料の徴収、漁業監
視の実施等を通じヒメマス資源の保護増殖事業を推進している。
　支笏湖漁業協同組合では、これまでもイベントにおけるヒメマスの提供や魚醤などを通じ、ヒメマスの観光資源として
の活用方法を図っている。Ａ

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　ヒメマスの資源保護と増殖の効率化、防疫対策の充実を図るため、ヒメマスふ化場の適正な維持管理と計画的な施設整備を実施し、
その結果、ヒメマスの資源は順調な釣果の推移となったほか、関係機関や団体などと連携して釣りのマナーなどについて取り締まりや
周知啓発を促進し、悪質な密漁行為はほとんど行われなくなった。

施策の達成度
評価理由

　ヒメマスの資源は、釣果が順調に推移してきており、各種調査データによる適正放流の効果が現れている。
　法令等に基づく取締り業務の継続により、悪質な密漁行為は殆ど行われなくなり、動力船乗入れ規制が実施され、
釣り船以外の乗入れが禁止されるなど、法令等の順守やボート利用の適正化が図られている。
　老朽化したヒメマスふ化場の建設工事及び施設に付帯する導水管の整備、並びに防波堤等の整備が完了した。Ａ

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 内水面漁業の振興 施策番号

施 策 名 内水面漁業の育成 105
担 当 課 観光スポーツ部観光課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　森林経営計画に基づいて行われる造林事業経費の一部を北海道と市が補助する「未来につなぐ森づくり推進事業」により、計画的な
森林整備に努めた。また、森林の伐採や造林等の森林施業が適正に行われるよう、届出内容および作業状況の確認を行うとともに、
林業事業者への指導を行った。

施策の達成度
評価理由

　現在の事業構成で森林施業の推進および林業作業員の育成・確保を図りつつ、森林整備の普及啓発・森林火災の
予防が図られている。
　しかし、小規模森林所有者の施業推進については、実施されていない民有林もあることから、対象者に対して森林
計画事業の長期にわたる実施について理解が得られるよう、林業関係機関と連携を図りながら事業を進めていく必要
がある。B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 内水面漁業の振興 施策番号

施 策 名 ヒメマス資源の保護・増殖 104
担 当 課 観光スポーツ部観光課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 林業の振興 施策番号

施 策 名 森林の整備と保全 103
担 当 課 産業振興部農村整備課
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関係課（組織順）

取組の結果（内容）

産学官連携を推進する中核組織であるホトニクスワールドコンソーシアム（ＰＷＣ）の活動を支援するため、ＰＷＣ事務局の運営を行っ
た。研究開発及び産学官連携を推進するため、公立千歳科学技術大学とともに展示会へ出展し、ＰＷＣの研究活動をはじめ、科技大
の紹介や学生募集も含めたＰＲを行った。また、科技大等が主催する各種事業について継続して後援・協賛した。

施策の達成度
評価理由

産学官共同研究促進事業は、ｅラーニングなど情報化事業の進展や公立千歳科学技術大学卒業生・大学教員による
ベンチャー企業の操業、ホトニクスワールドコンソーシアム（ＰＷＣ）における研究クラスター事業の活発化が進み、経
済産業省の研究開発補助事業等の活用による研究開発成果の事業化や製品化が実現している。また、産学官連携
事業の推進を図ることは、新製品・新技術の研究開発の進展による産業集積に伴う経済効果や、学生確保、関連企
業の立地などによる人口増が期待される。

B

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

企業立地の促進と立地企業の事業活動の活性化を図ることを目的とする「工業等振興条例補助金」について、平成29年に条例改正を
行い、助成対象企業の拡大を図った結果、企業における活発な投資活動を促し、それに伴う雇用・市内居住者も順調に増加している。
さらに、立地企業からの各種問合せへの対応をはじめ、丁寧なフォローアップにより円滑な事業活動をサポートするとともに、工業関係
団体等との連携を密にすることにより産業活動への情報提供や企業間交流を促進した。

施策の達成度
評価理由

市内工業団地には260を超える企業が立地しており、その企業活動が千歳並びに北海道の経済活動に大きく寄与し
ているところである。工業等振興条例に基づく補助金の交付により、企業における活発な投資活動を促し、それに伴う
雇用増・市内居住者増に大きく貢献しているところである。また、立地企業に対する丁寧なフォローアップを行うなど、
支援体制を整えることにより新たな企業の誘致にもつながっている。
今後においても、国や道の制度も活用し、立地企業の活動が活発化し、積極的な設備投資、事業拡大がみられるよう
本施策を継続し、企業振興を進める必要がある。

Ａ

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 高度技術産業の集積 施策番号

施 策 名 光科学技術の研究開発拠点の形成 108
担 当 課 産業振興部産業支援室科学技術振興課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

国内景気の回復基調が続き、企業の設備投資意向が高止まる中、本事業の効果的な推進により、食品関連や自動車部品関連を含む
製造業企業の立地が進んだほか、北海道の観光需要の増大に伴う新千歳空港の活況を追い風に、レンタカー・バス事業等の観光関
連産業の立地が急速に進み、目標を大きく上回る結果となった。

施策の達成度
評価理由

本市への工場等の進出や拡大は、新たな雇用の場の創出や定住人口の増加に大きく貢献するとともに、地域産業の
活性化に直接結び付くものであることから、毎年５件を目標として、企業誘致活動に積極的に取り組んできた。
企業の設備投資については、国内外の経済情勢等に大きく左右されるものであるが、概ねこの10年間は国内景気の
回復を背景として順調に推移してきたことに加え、市長によるトップセールスを含めた企業誘致訪問をはじめ、首都圏
等の産業展示会への出展、Web広告等、多様な媒体によるＰＲ活動など、戦略的な企業誘致活動を展開した結果、目
標を大きく上回る企業立地があったところである。
今後においても、社会経済情勢の把握に努め、特にウィズコロナ・アフターコロナにおける企業の動向に注視しなが
ら、本市ならではの特性や優位性を効果的にＰＲし、積極的な企業誘致活動を進めていくことが必要である。

Ａ

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 工業の振興 施策番号

施 策 名 立地企業等の支援 107
担 当 課 産業振興部産業支援室企業振興課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 工業の振興 施策番号

施 策 名 企業誘致の推進 106
担 当 課 産業振興部産業支援室企業振興課
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関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　中小企業に対する支援として、融資メニューを提供し、融資にかかる保証料の助成を行うとともに、経済・経営情報を収集し、取組の
検討を行った。また、令和２年度には、実質無利子無担保のコロナ対応資金を新設し、雇用の維持と事業の継続を下支えした。

施策の達成度
評価理由

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響が出るまでは、各施策や景気の回復により、市内企業の設備投資や雇用が
促進され、地域経済の活性化が一定程度図られたことから、融資利用額も増加傾向で推移していた。
　令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、売り上げが著しく減少し、資金繰りに支障をきた
し事業の継続が困難になっている事業者が増加したため、市では、保証料の補給に加え、３年間の利子補給を行う
「新型コロナウイルス感染症対応資金」を新設したことにより、融資利用額が大幅に増加した結果となっている。

A

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　個店の魅力向上を目標とした取組として、市商連において「千歳まちゼミ」を開催し、新たな顧客獲得や売上向上につなげる取組を推
進したほか、夏まつりやクリスマスセールなど各種イベントを開催することで、多くの市民や観光客を中心市街地に誘客を図った。
　また、中心市街地のにぎわい創出・地産地消を目的とする「千歳郷土餅つき大会」や、グリーンベルトや各商店街にイルミネーションを
設置することで、視覚的魅力を高め、市民や観光客の商店街への回遊を促した。

施策の達成度
評価理由

　これまで商品販売数は、上昇傾向で推移してきたが、昨年度末からの新型コロナウイルスの影響による、休業要請
や外出自粛、インバウンド等観光客の宿泊者の減等により、最終年度においては、目標の達成は困難な状況と考え
る。
　しかしながら、「第２期千歳市商業振興プラン」に基づく、個店の魅力向上を目標とした様々な取組や、商店街の枠を
超えた連携事業により、新たな顧客獲得や売上への貢献などの相乗効果、また、市民や観光客が商店街に足を運ん
でいただく動機付けともなったことから、それら取組結果等も踏まえた総合的な評価としている。

B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 商業の振興 施策番号

施 策 名 中小企業の経営支援 111
担 当 課 産業振興部商業労働課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

道央地域の新事業支援や技術支援機関である（公財）道央産業振興財団の支援を行った。また、同財団の助成事業等について市内
企業等への情報提供を行い、助成事業獲得に向けての周知拡大や申請企業に対して助成申請のサポートに取り組んだ。

施策の達成度
評価理由

(公財)道央産業振興財団が実施する助成事業は、市内企業における活用事例が継続しており、新製品・新技術の開
発、公立千歳科学技術大学との共同研究、企業における展示会出展などの助成事業にも活用され、本市の産業振
興に一定の成果が現れている。また、活用した事業が国の補助事業へ発展するなどの事例もあり、事業規模を拡大
するためのスタート段階において有効である。さらに、販路拡大事業の助成を設けるなど多様な制度を設定しており、
本市の産業振興に寄与している。

B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 商業の振興 施策番号

施 策 名 商業機能の活性化 110
担 当 課 産業振興部商業労働課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 高度技術産業の集積 施策番号

施 策 名 高度技術産業集積地域の形成 109
担 当 課 産業振興部産業支援室科学技術振興課
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関係課（組織順） スポーツ振興課

取組の結果（内容）

　　支笏湖周辺の美笛キャンプ場、ポロピナイ園地等の各施設の維持管理を継続するとともに、多様化する観光ニーズに対応する観光
資源の魅力づくりを推進するため、北海道観光振興機構や近隣自治体と連携して、圏域における観光客を増加させるための誘致宣伝
活動に積極的に参画した。また、各地域で開催される物産展では、当市の特産品の紹介・販売を通して販路拡大や売上増加をはじ
め、当市のＰＲにつながるため、積極的な取組を進めた。

施策の達成度
評価理由

　支笏湖地区では、発電機の維持管理やスロープの設置などを計画的に実施し、観光客を安全に受け入れられる環
境整備を進めているが、温泉源泉施設の更新や多様化する観光客のニーズへの対応など観光資源の維持・充実に
一層取り組む必要がある。
　道の駅サーモンパークでは、多くの観光客の入込数が確認され、隣接する水族館との連携により市内を回遊させる
ための拠点として魅力づくりを推進する役割を発揮していると認められる。
　東京オリンピック開催を契機にスポーツ合宿や大会誘致の推進のほか、マラニック（スポーツイベント）とタイアップ
し、観光とスポーツを融合・連携させた取組を通してオリジナリティの高い魅力づくりを展開していると評価できる。
　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、観光入込客数が急激に減少し、収束見通しも不明である
が、コロナ禍以前の観光入込は概ね順調であったことから、Ｂ評価とした。

B

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　食品の流通構造の変化などにより卸売市場を取り巻く環境が厳しさを増すなか、当市場の取扱実績は比較的安定的に推移してい
る。
　これは、平成29年度に方針決定した「千歳市場の今後のあり方」に基づき、市場機能を維持するために実施してきた市場施設の管理
運営のほか、自然災害や豊作、新型コロナウイルス感染症等による影響下においても、市場関係者が一体となって取り組んだ市場の
一般開放（感謝祭）や地域情報誌への記事掲載、市ホームページによるＰＲ、市場の日などの市場活性化策の取組に加え、平成26年
度に業務を再開した水産物部門の通年営業や経営体質の強化などによるものである。
　市場関係者と連携した卸売市場の円滑かつ効率的な運営や集荷、物流機能の確保に向けた取組が、順調に進捗し、一定の成果に
つながったものと考えられる。

施策の達成度
評価理由

卸売市場を取り巻く環境が厳しさを増すなか、概ね目標値を達成する結果となった。
これは、市場関係者が一体となって取り組んでいる市場活性化策の成果であり、平成26年12月に業務を再開した水
産物部門の経営体質強化等によるものである。
集荷・物流機能の確保に向けた取組により、安全で良質な生鮮食料品等の安定的な流通機能が維持されているもの
と判断する。

Ｂ
基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 観光の振興 施策番号

施 策 名 観光都市としての魅力づくり 114
担 当 課 観光スポーツ部観光課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　札幌市大通公園で開催している「さっぽろオータムフェスト」への出展や、石狩振興局と連携した札幌駅どさんこプラザにおける「石狩
フェア」への出展、道の駅サーモンパーク千歳での地場産品をＰＲするキャンペーンの開催など、地元産品の販路拡大や知名度の向上
に取り組んだ。

施策の達成度
評価理由

　指標である千歳観光土産推奨品数は、同推奨審査会により認定しているが、同審査会の年ごとの方針により、結果
的に選定される商品や数も大きく変動しており、加えて、新型コロナウイルス感染症の影響により、同審査会も開催で
きない状況が続いているため、指標に基づく評価は困難な状況である。
　一方で、イベントへの出展等を通じて、商工業者等関係者が連携できる機会の創出・拡大や、地元産品の販路拡
大、知名度の向上等への取り組み状況なども考慮し、それら取組結果等を踏まえた総合的な評価とした。

B

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 流通機能の充実 施策番号

施 策 名 集荷・物流機能の確保 113
担 当 課 産業振興部公設卸売市場

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 商業の振興 施策番号

施 策 名 魅力ある地域特産品の創出 112
担 当 課 産業振興部商業労働課
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関係課（組織順） 総務部危機管理課

取組の結果（内容）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により緊急事態宣言が発出される等、これまでの人出不足だった雇用情勢が一転し、休業者や
失業者が増加する厳しい情勢となった。千歳・恵庭地域の有効求人倍率が前年同月を下回り1倍をも切る状況が続いていることから、
求人情報等の積極的な発信を継続するとともに、学生や若年求職者の職業観等を図るための就職支援セミナーや、職業訓練校に対
する支援を通じた技能者の育成、市内企業の人材確保を支援するため、ＵＩＪターン就職希望者向けの情報誌を作成し配布等を行う。

施策の達成度
評価理由

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、休業者や失業者が増加する厳しい雇用情勢の中、雇用対策の重要
性・緊急性は高まっているが、ハローワークなど関係各所と連携を図り雇用情報の収集、提供を行うことができてい
る。
また、求職者の就労意識の形成、向上に対する支援や、円滑な就職や職場定着の促進、地場産業の振興や企業誘
致の促進により、雇用機会の確保と拡充が図られている。
成果指標である「千歳・恵庭地区の新規求職者に対するハローワーク千歳の紹介により就職した者の割合」について
も、目標値を上回っているため。

Ａ

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　千歳市が有する観光資源等の認知度を高めるため、イベントの開催をはじめ、市ホームぺージや観光パンフレット等の紙媒体、国内
外のプロモーション活動等を通して、的確な情報発信に努め、新しい観光ニーズに対応した観光ＰＲ事業を実施した。
　新型コロナウイルス感染症の影響等により、令和２年度は成果指標である観光宿泊客延べ数は落ち込んだが、旅行形態のシフトな
どの観光需要をとらえて、目標値達成に向けて様々な誘客施策を行った。

施策の達成度
評価理由

　新千歳空港の発着枠の拡大やＬＣＣ（格安航空会社）の乗入増加、旅行形態のＦＩＴ化（個人旅行型）へのシフトなど
により、新千歳空港を利用する観光客が増加しているが、こうした変化をとらえ、観光客誘致宣伝活動などの効果に
より、宿泊者数はインバウンドを中心に増加し、目標値達成に向けて積み重ねてきた実績については評価できる。
　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、成果指標である観光宿泊客延べ数が大きく落ち込むこ
とが予想されるが、Ｈ29～Ｒ1においては、目標値を上回っていたことから、Ａ評価とした。
　今後も、観光事業者に対する雇用確保や事業維持に向けた支援等を行うとともに、関係団体等と新たな生活様式
に対応した観光コンテンツづくりなどを進めることが重要である。

Ａ

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 雇用の安定 施策番号

施 策 名 雇用対策の促進 117
担 当 課 産業振興部商業労働課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　観光客等の再訪を促進するため、支笏湖を訪れる旅行者等に外国語通訳など適切な観光案内サービスを提供するほか、アイヌ政策
推進交付金を活用して千歳アイヌ文化の活動拠点である蘭越生活館を中心に受入環境の充実に努めるとともに、成果指標の平均宿
泊日数は目標値に及ばなかったが、観光事業者や市民のホスピタリティの向上を図った。

施策の達成度
評価理由

　支笏湖氷濤まつりやスイーツなどをテーマとしたインスタグラムキャンペーンの実施、多言語に対応した観光情報誌
の制作や案内スタッフの増員、千歳に縁のある著名人とのコラボ企画による支笏湖やチップ（ヒメマス）、千歳バー
ガー等のご当地グルメなどの紹介を通して、千歳を訪れた観光客自らが工夫した写真をＳＮＳ上に発信し広く周知さ
れているほか、インバウンド向けの観光案内機能の向上などにより、誘客や受入環境の充実が図られている。
　千歳アイヌ文化受入環境整備として、蘭越生活館のＷｉ-Ｆｉや多言語パネルの整備、空港などのデジタルサイネージ
による情報発信、千歳アイヌ謎解きクイズなどを展開し、アイヌ文化への関心度を高め、受入環境の整備を進めた。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は観光入込客数や宿泊者延べ数が大きく減少する見通しであ
るが、コロナ禍以前については、概ね順調に推移していたことから、Ｂ評価とした。
　今後は、収束状況を見極め、関係機関、団体と連携を図りながら、社会情勢に応じて観光客の受入に向けた取組を
進めることが重要である。

Ｂ

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 観光の振興 施策番号

施 策 名 観光客誘致宣伝活動の推進 116
担 当 課 観光スポーツ部観光課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 観光の振興 施策番号

施 策 名 観光客の満足度を高める受入れ環境の充実 115
担 当 課 観光スポーツ部観光課
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関係課（組織順）

取組の結果（内容）

景観学習等を目的とした「ジュニア景観士講座」について、市内の小学生を対象に、平成15年度から平成30年度まで計17回実施し、参
加した小学生の延べ人数は2336人である。
「市民参加による景観づくり」を推進するため、景観形成に対する意識向上を目的とした「景観講座」について、市民を対象に令和元年
度に2回実施し、参加した市民の延べ人数は31名である。（令和2年度はコロナの影響により中止）

施策の達成度
評価理由

景観学習等を目的とした「ジュニア景観士講座」は、次世代のまちづくりや景観づくりを担っていく子供たちの景観形成
に対する意識の向上が着実に図られているものと考えており、事業の実施主体にも市民団体が参画していることか
ら、市民協働の広がりという観点からも一定の成果を上げていると考えている。
また、市民アンケートの結果からも、満足度が向上していることから、一定の成果を上げているものと考える。

B

関係課（組織順） 建設部事業庶務課

取組の結果（内容）

地区の特性に合わせて良好な街区として環境整備を図るために建築物の用途、形態などに関する制限や、道路、公園等の配置など、
地区のきめ細やかなルールである地区計画の届け出について、平成23年から令和元年までに2,011件受理し、審査を行う。

施策の達成度
評価理由

第2期都市計画マスタープランに基づき、建築行為等と都市計画の適合について、審査、指導を行うことにより、用途
地域ごとに建築物が適切に配置されていることなど、成熟した市街地の形成が進んでいることから一定の成果を上げ
ているものと考える。
また、人口減少社会においても、成果指標である土地利用件数がおおむね横ばいで推移しており、良好な宅地供給
が行われていることから一定の成果を上げているものと考える。

B

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 魅力ある市街地の形成 施策番号

施 策 名 総合的な都市景観の形成 120
担 当 課 企画部まちづくり推進課

関係課（組織順） 市民環境部市民生活課

取組の結果（内容）

勤労者生活資金貸付事業については、融資が受けられやすくなっている状況や景気の動向、消費マインドの変化などにより、利用件
数が減少する場合があるが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により経済が急激に減速した現状、勤労者のセーフティーネットと
して有効に機能することから、周知方法に工夫を加えながら利用所増加を目指した。勤労者福利厚生等支援事業は、労働団体等が実
施する福利厚生等の事業に対し補助金等を交付することにより、労働環境の向上や福利厚生の充実に寄与しているものの、コロナ禍
においては、集会や各種イベントの開催が困難な状況が続いている。

施策の達成度
評価理由

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による経済の減速やまん延防止のための休業等により、一部の勤労者の所
得が減少し貯蓄も減少する中、一時的な用途の資金の借入需要は高まりを見せている。
今年度の指標実績数値は目標値には届かなかったが、勤労者生活資金貸付事業は、勤労者の生活の安定と福祉の
向上を図るためのセーフティーネットの役割を担うことができているため。
また、コロナ禍において、各種集会やイベントの開催が困難な状況となっているが、労働団体等が実施する福利厚生
事業に対する支援を継続することで、勤労者の福利厚生や労働環境の向上に寄与しているため。

B

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 魅力ある市街地の形成 施策番号

施 策 名 成熟した市街地の形成 119
担 当 課 企画部まちづくり推進課

基 本 目 標 活力ある産業拠点のまち 展開方針 雇用の安定 施策番号

施 策 名 勤労者福祉の促進 118
担 当 課 産業振興部商業労働課
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関係課（組織順） 企画部空港政策課

取組の結果（内容）

　企業立地、人口や雇用の増加を図るため、千歳・苫小牧地方拠点都市地域基本計画に基づき千歳・苫小牧地方拠点都市地域整備
推進協議会の事務局として新千歳空港周辺地域などにおける開発事業を推進し、近年では新千歳空港周辺地域への企業立地の促
進に資する取組を進めている。

施策の達成度
評価理由

　成果指標である空港貨物取扱量は、新型コロナウイルス感染症等の社会情勢の影響もあり減少傾向にあるが、引
き続き国内外への積極的な活動を展開していくよう働きかけていく必要があり、当該基本計画に位置付けている事業
については一定程度、推進されている。
　取組の方向である航空思想の普及啓発については、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響もあり、活動に
制限があったものの、千歳航空協会と連携し、共催事業である空港開港記念献花式や千歳学出前講座の開催など
により、発展を続けてきた空港とまちの歴史や空港を核としたまちづくりへの理解を深める取組が一定程度進められ
ている。

B

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　官民を挙げた観光需要拡大の取組などを背景に、その航空需要増加に対応すべく、関係機関・団体と連携し、国内外の路線維持・拡
充、空港機能の拡充・高質化を促進するため、国などに対して要望活動を行った。
　成果指標である路線数及び乗降客数については、令和元年実績値で基準値の約1.5倍となり、今後も旺盛な航空需要が見込まれて
いた中、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により空港利用者は激減し、令和２年は目標を大きく下回ることとなった。

施策の達成度
評価理由

　令和２年３月から、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により空港利用者は激減し、乗降客数の令和２年実績値
は、前年から大きく落ち込むこととなった。
　航空需要について、国際航空運送協会の推計では、今後２～５年で2019年水準まで回復する見込みであり、一時
的な落ち込みがあるが、令和元年実績では、成果指標である路線数及び乗降客数ともに基準値の約1.5倍となるな
ど、計画期間において大きな成果をあげている。
　また、新千歳空港の発展に必要な受入環境の整備や機能強化のため、国などに対して、国際拠点空港化に向けた
要望に取り組んだ結果、国際線ターミナル地域再編などの整備が進み、利用者利便向上に寄与したことから、総合的
に勘案して、達成度をAとした。

A

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 空港を核としたまちづくりの推進 施策番号

施 策 名 新千歳空港を核とした地域活性化 123
担 当 課 企画部企画課

関係課（組織順） 総務部契約管財課、建設部道路管理課、建設部道路建設課、建設部都市整備課

取組の結果（内容）

　中心市街地の賑わいを創出する取組として、Wi-Fi環境の整備や道路のバリアフリー化、デジタルサイネージの導入など、ハード面の
整備を実施したほか、グリーンベルト地下駐車場の３時間無料化、商店街やグリーンベルトでのライトアップ・イルミネーション事業の実
施、空き店舗を活用した交流スペースでの各種イベントの開催など、ソフト面の取組も推進が図られた。

施策の達成度
評価理由

　成果指標の歩行者通行量は、千歳タウンプラザのリニューアルに伴う民間図書館、キッズスペース等の供用開始に
より、中心市街地における交流人口も活発化し、増加傾向にあったが、昨年度末からの新型コロナウイルスの感染拡
大による休業要請や外出自粛等に伴い、インバウンド等観光客の減少が著しいことから、歩行者は大幅に減少してい
る。
　しかしながら、中心市街地に人が集う環境整備が進んだほか、空き店舗利用促進の取組により、多くの空き店舗が
解消されたことなどから、取組の結果を踏まえた総合的な評価とした。

B

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 空港を核としたまちづくりの推進 施策番号

施 策 名 新千歳空港の機能充実の促進 122
担 当 課 企画部空港政策課

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 魅力ある市街地の形成 施策番号

施 策 名 中心市街地のにぎわい再生 121
担 当 課 産業振興部商業労働課
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関係課（組織順） 企画部まちづくり推進課、建設部道路管理課

取組の結果（内容）

「千歳市道路施設維持修繕計画」に基づき、幹線・補助幹線、生活道路について、定期的な点検や計画的な舗装の改良、補修を行うと
ともに、「千歳市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、定期点検や予防保全的な修繕を実施し、橋梁の長寿命化を図り、ライフサイクルコ
ストの縮減や平準化に努めた。また、「千歳駅周辺交通バリアフリー基本構想」に基づき、JR千歳駅を中心とした市街地において、市役
所などの公共施設やホテルなどの商業施設などをつなぐ経路の、歩道のバリアフリー化を実施した。

施策の達成度
評価理由

道路や橋梁、街路灯などの道路施設は、昭和５０年代頃から本格的に整備を進めてきたことにより、近年、老朽化が
進み整備が必要となる道路施設が増加しており、老朽化対策を一層推進していかなければならない状況にあるが、
限られた財源で施策を進めなければならず、更新が老朽化のペースに追い付いていないことから、施策の達成度をB
とした。
安全で快適な道路環境を確保するため、国の補助金や交付金などの財源の確保と、施設の修繕計画の策定、見直し
など、経済的かつ効率的な整備に努め、コスト縮減を図りながら、道路施設の整備を継続して進めていく。

B

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　北海道の産業、経済、文化の交流と国際競争力、地域間競争力の強化を図るとともに、安全で円滑な都市交通を確保するため、北
海道関係各市町村と一体となって、広域幹線道路網の整備促進に対する要望活動を行ってきた。

施策の達成度
評価理由

　当市においては平成25年度に「新千歳空港インターチェンジ」、令和元年度に「道央圏連絡道路　泉郷道路」が完成
し、国道36号の「交通安全対策、無電柱化」は、令和３年度完成予定、国道453号の「交通安全対策」は令和２年度完
成、国道453号の「災害対策」は継続して着手するなどしており、また、道道泉沢新千歳空港線については、現在、４車
線化に向けた調査が進められ、さらに、北海道横断自動車道においては、令和２年から４車線化を進められている。
　このことから、国・北海道による事業は進捗しており、各種要望活動による事業促進の成果が表れている。
　今後も、高速道路整備に係る整備促進期成会による要望活動、及び国や北海道に対し国道・道道の整備促進に係
る要望活動を継続して行う必要がある。

A

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 道路体系の整備 施策番号

施 策 名 安全で快適な市道の整備 125
担 当 課 建設部道路建設課

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 道路体系の整備 施策番号

施 策 名 広域道路網の整備促進 124
担 当 課 建設部事業庶務課

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 公共交通の充実 施策番号

施 策 名 公共交通の機能の充実 126
担 当 課 企画部主幹（交通政策担当）

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

平成28年３月に、本市において初となる全市的な交通計画を策定を行うとともに、同年10月には、バス利用者の減少に歯止めをかけ、
交通弱者を守れる持続可能な交通網を再構築するため、路線、ダイヤ、料金など全般にわたる路線バスの再編を実施した。さらには、
バス利用者の増加を図るため、「シルバーおでかけパス」や「乗継チケット」、「チョイ乗り100円」など、市民等が気軽にバスに乗車でき
る施策を行ってきたところであり、令和２年度から３年度にかけては新たな計画となる「地域公共交通計画」の策定を行っている。

施策の達成度
評価理由

上記の取組のとおり、平成28年３月には、本市において初となる全市的な交通計画となる「千歳市地域公共交通網形
成計画」、本計画に基づき、同年７月には「千歳市地域公共交通再編実施計画」を策定するとともに、利用者の増加を
図るための各種施策を行ったところ、バス利用者数は着実に増加し、また、令和２年度の目標値である1,500千人を達
成していたところである。
しかしながら、令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症の影響により、バス利用者数は大きな減少に転じてい
ることから、今後、各バス事業者とも協議しながら、利用者の増加につながる施策を検討していく。

A
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基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 緑地の保全及び緑化の推進 施策番号

施 策 名 公園緑地の保全と整備 127
担 当 課 建設部都市整備課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

市内公園整備は、整備から相当の年数が経過し、施設の老朽化が著しい公園や緑地について施設の更新、再整備を行っており、開設
済公園緑地面積については、土地区画整理事業や比較的規模の大きい開発行為に伴う公園新設により増加する指標であり、近年こ
れらの事業が無いことから実績値に変動はない結果となっている。
多目的トイレの設置率については、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づきトイレの更新を進めており、
おおむね計画期間内に達成することができた。

施策の達成度
評価理由

公園緑地の維持管理については、毎年専門家による定期点検や指定管理者による日常点検などにより適切に行って
いる。
公園緑地の整備については、近年、土地区画整理事業や比較的規模の大きな開発行為が無いことから新設の公園
が開設されていないため実績値に変動はない結果となっているが、平成30年度に策定した「千歳市公園施設等更新
計画」に基づき、施設の老朽化が著しい公園や緑地について更新、再整備をを行っていることにより公園利用者が安
全・安心に利用できるように継続して整備を進めていること、また、千歳川桜プロジェクト、青葉公園、林道公園につい
てもおおむね順調に進捗しており、施策の達成率も９０パーセントを超えていることから達成度をＡとした。

A

基 本 目 標 都市機能が充実したまち 展開方針 緑地の保全及び緑化の推進 施策番号

施 策 名 参加と協働による緑化の推進 128
担 当 課 建設部都市整備課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

市民参加による緑化や花壇づくり、市民が緑と親しむ機会を増やすための取組として、花いっぱいコンクールや花と緑のフェスタなどの
事業を実施するとともに、ホームページなどを通じて緑化に関する情報発信に努め、安定的な市民参加が得られた。令和２年度は新型
コロナウイルス感染症の影響により、花と緑のフェスタや講習会など一部の事業が中止となり、緑化振興事業の参加者数は大きく落ち
込んだが、そのほかの事業については感染防止対策を図りながら実施した。また、街区公園等の維持管理については、町内会へ管理
委託を行うなど、市民協働による公園緑地の維持管理の推進に取り組んだ。

施策の達成度
評価理由

緑化振興事業の参加者数については、（公財）ちとせ環境と緑の財団が主体となり花と緑のフェスタなどの事業を実
施し、多くの市民の方々に参加をいただいており、確実に参加者数を増やしてきている。
花いっぱいコンクールの参加件数及び町内会が維持管理する公園数については、町内会員の高齢化等により目標
値は達成できなかったが、引き続き町内会等へ働きかけを行いながら安定的な市民参加が得られるよう、ホームペー
ジ等を通じてＰＲに努めていく必要がある。
施策の達成度については、花と緑のフェスタなどがイベントとして定着し好評を得ており、緑化振興事業の参加者数
が令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響があったが、計画期間内においては目標値を大きく上回る数値で
推移していることなどを総合的に判断し、達成度をAとした。

A

基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 みんなで進めるまちづくり 施策番号

施 策 名 市民協働によるまちづくり 129
担 当 課 企画部市民協働推進課

関係課（組織順） 企画部企画課、企画部主幹（政策推進担当）、総務部総務課

取組の結果（内容）

平成19年４月に「みんなで進める千歳のまちづくり条例」を施行し、協働事業及びひと・まちづくり助成事業などの補助金制度を通して、
市民主体のまちづくりを推進してきた。また、北洋銀行千歳中央支店との協働による取組として、定額自動寄付制度「きふ・とも」を創設
し、市民が市民活動団体に寄付することにより、間接的にまちづくり活動に参加できる仕組みを構築した。その他、フォーラムや交流会
の開催のほか、メールマガジン、ホームページ、広報ちとせを活用して情報発信するなど、市民協働の理念の周知を図った。

施策の達成度
評価理由

市民アンケート「市民参加・市民協働に対する取組」に「かなり良くなった」・「やや良くなった」と回答した人の割合が、
平成26年度の19.6％から平成30年度は21.1％に上がっており、また、「やや悪くなった」・「悪くなった」と回答した人の
割合が、4.8％から3.0％に下がっている。最終年度の令和２年度に市民アンケートの実施がないものの、平成30年度
と比較して令和元年度では、協働事業やひと・まちづくり助成事業の新規事業件数が増加していることから、令和２年
度に向けてこれまでと同様の傾向が続き、実績は伸びていると推測できる。
平成23年度以降の取組では、「市提案型」協働事業を26事業、「市民提案型」協働事業を21事業実施するなど市と市
民活動団体が協働事業に取り組んだほか、市民活動団体の自主事業として、ひと・まちづくり助成事業が34事業実施
されるなど、市民協働によるまちづくりが実践されている。

B

535353



基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 みんなで進めるまちづくり 施策番号

施 策 名 広報広聴の充実 130
担 当 課 企画部広報広聴課

関係課（組織順） 企画部主幹（政策推進担当）

取組の結果（内容）

毎月、市民カレンダー、広報ちとせを発行したほか、随時、市役所だより（ちゃんと）、新聞広告などの活用、市制記者クラブと連携して
情報提供を行った。令和元年度には、第７作目の伸長記録映画を作成し、市ホームページからの視聴を可能とするなど様々な媒体で
市民への情報提供を行った。また、「市長への手紙」やパブリックコメントを初め、多様な広聴機会の充実を図り、市民意向の把握に努
めた。

施策の達成度
評価理由

　市民への情報提供に係わる事業については、市民ニーズの把握を数値化することは難しいものの、成果指標であ
る市民アンケートの直近の数値は向上しており、広報ちとせなどの定期発行物や市ホームページのほか、新聞やフ
リーペーパーの活用、記者クラブとの連携等により様々な媒体を活用した情報提供を行ったことによると考えられる。
 　市民の声を聴く事業については、「市長への手紙」や「市長へのポスト」などで市民から寄せられた声のうち、市政に
反映できたのかを数値化して評価することは難しいものの、市民の意見・要望等を聴くことは、市民ニーズの把握や
市政への関心とまちづくりへの参加意欲を高めることに繋がっていると考えられる。

A

基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 みんなで進めるまちづくり 施策番号

施 策 名 開かれた行政の推進 131
担 当 課 総務部総務課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　冊子版「要覧ちとせ」の発行・配布を継続しながら、平成29年度以降は、ホームページ上で二次利用可能なデータの公開を行うなど市
民等の利便性の向上に努めるとともに、令和元年度に実施した本庁舎耐震改修工事等で整備した行政情報コーナー及び行政資料室
で行政資料や歴史的写真等の閲覧を可能とするなど、市が保有する行政資料の公開を推進した。さらに、同工事において本庁舎に新
たに書庫を設置し、第２書庫（旧真々地保育所）及び西庁舎等に分散していた公文書を集約することにより、公文書の適切な管理の維
持及び事務効率の向上を図った。また、個別の情報公開請求に対しては、個人情報の保護と行政情報の積極的な公開の両立を図り
ながら進めた。

評価理由

　成果指標において、市民アンケートにより基準値である37％を上回る実績値を得ていること、また、市が保有する各
種統計情報や各部署に分散している市政情報を一元的に集約し、冊子及びホームページで情報提供することによ
り、開かれた行政の推進を図るとともに、個人情報の保護に努めながら積極的に行政情報の公開に努めていること
から、成果指標は達成したと判断する。
　今後についても、情報通信技術の発達に合わせ、より効率的・効果的な情報提供に努めていくとともに、文書検索
が容易な文書管理システムを導入することにより、情報公開請求の迅速な対応や文書保管スペースの確保が可能と
なることから、同システムの導入について関係課と検討を進めていくこととする。

A

基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 みんなで進めるまちづくり 施策番号

施 策 名 自衛隊との共存共栄 132
担 当 課 総務部危機管理課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

北海道及び千歳市における自衛隊の体制強化を求める活動として、「北海道自衛隊駐屯地等連絡協議会」及び「千歳市における自衛
隊の体制強化を求める期成会」等の関係団体と連携して、定期的な要望活動を実施したほか、防衛計画の大綱や中期防衛力整備計
画が見直される可能性が取りざたされた際には中央大会を開催するなど、積極的な活動を展開してきた。
また、家族やＯＢを含めると人口の約４分の１を占める自衛隊に対する理解を深めてもらうために、「千歳音楽まつり」をはじめとした市
民との交流の機会を設け、交流促進を図った。

施策の達成度
評価理由

精力的な要望活動の結果、平成30年12月に閣議決定された現在の防衛計画の大綱と、これに基づく中期防衛力整
備計画では陸上自衛隊の定員が維持され、北海道の自衛隊の大幅な削減が回避された。
また、千歳市においては、部隊の改編に伴い、年度ごとの隊員数の増減はあったが、令和２年３月に北千歳駐屯地に
定員250名の訓練評価支援隊が新編されたほか、充足率の改善などにより、目標値に対する達成率が98.9％となった
ため、達成度をＡとした。

A

545454



基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 自主自立の行財政システムの確立 施策番号

施 策 名 効率的で質の高い行政運営の推進 133
担 当 課 総務部行政管理課

関係課（組織順） 企画部企画課、総務部総務課、総務部契約管財課、総務部職員課

取組の結果（内容）

　行政評価については事務事業評価のほか、「市民行政アセス」を継続して実施した。また、第７期総合計画において設定した施策体
系を活かすため、事務事業評価と施策評価の統合や事中評価を実施することなど、新たな行政評価システムの検討・構築を行った。
　庁舎の狭隘化や行政機能の分散化、本庁舎の耐震化などの課題を解決するため、第２庁舎の建設及び本庁舎耐震改修工事を実施
するとともに、第２庁舎には市民に身近で利用が多い窓口を集約し市民サービスの向上を図った。

施策の達成度
評価理由

　平成31年２月に窓口部門を集約した第２庁舎を開庁し、同年６月から市民課窓口の民間委託を開始した。また、令
和３年度からは児童館・学童クラブの運営業務についても民間委託を開始するなど、民間活力の活用と行政の効率
化を確実に進め、さらなる市民サービスの向上を図った。
　令和元年度に本庁舎耐震等改修工事を完了後、令和２年度には執務室の移転作業を完了したが、今後とも計画的
な施設の活用と維持管理を推進していく。
　施策を構成する各事業は効率的で質の高い行政運営を行うため、市民サービスの向上、業務改革、施設の維持管
理等を推進しており、本施策はおおむね成果が得られていると評価する。また、窓口などでの職員対応や迅速・的確
な窓口サービスの提供についても一定程度改善が図られていると考える。

B

基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 自主自立の行財政システムの確立 施策番号

施 策 名 健全な財政運営 134
担 当 課 総務部財政課

関係課（組織順） 総務部税務課、総務部納税課

取組の結果（内容）

　財政健全化対策にて改善された収支等を維持しながら、より強固で持続可能な財政基盤を確立するため、平成22年度に財政標準化
計画を策定し、財政収支バランスの維持、地方債発行額の抑制等の債務改革、基金残高の確保等資産改革を図るための具体的な数
値目標を設定し、財政標準化に向けた取組を進めてきた。成果指標の達成状況について、令和2年度の財政力指数は0.781となり、目
標値を下回っているものの全道市で第1位の数値であり、高い財政力を堅持している。また実質公債費比率は8.5％、将来負担比率は
37.9％となり、ともに目標値を達成するなど取組の成果が得られている。

施策の達成度
評価理由

　施策の達成度については、これまでの財政健全化及び財政標準化の取組により、成果指標に掲げる数値のうち、
財政力指数は目標値を下回ったものの、全道市で第1位の高水準を維持していることや、実質公債費比率は平成25
年度以降、将来負担比率は平成29年度以降目標値を継続して達成しており、一定の成果が得られているものと評価
している。
　新型コロナウイルス感染症の収束はいまだ見えず、これらに起因する市税収入の大幅な減少等は、令和3年度以降
の財政力指数等に影響することから、中長期的な視点で数値の推移や経済情勢を見極めながら、「歳入に見合った
歳出」と「限られた財源による最大の効果」を念頭により一層の「選択と集中」を図りながら、持続可能な財政運営に努
めたい。

B

基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 自主自立の行財政システムの確立 施策番号

施 策 名 電子自治体の推進 135
担 当 課 総務部行政管理課

関係課（組織順） 総務部主幹（働き方改革推進担当）、市民環境部市民課

取組の結果（内容）

　市民サービス向上のため、電子申請手続きの拡大、住民票等のコンビニ交付の導入、公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）環境の整備、ホーム
ページのリニューアル等を行った。また、セキュリティ強化のため、シンクライアントシステムや自治体クラウドの導入を行ったほか、業
務の効率化を図るため、勤務管理に係る電子決裁やペーパーレス会議システム等を導入した。
　さらに、光ファイバ未整備地域における情報格差の解消のため、令和２年度から、ブロードバンド基盤の整備に着手している。

施策の達成度
評価理由

　市民サービスの向上を目指し、平成18年から導入している電子申請の対象手続きの拡大や、平成29年２月からの
住民票・印鑑証明・税証明等のコンビニ交付の開始などにより、行政内部の効率化とともに、市民の利便性の向上に
継続的に取り組んでいる。
　また、平成30年度には、第２庁舎の供用開始に併せ基幹系の総合行政システムの標準化・クラウド化を導入し、セ
キュリティの強化と維持管費用の低減を図った。
　さらに、令和２年度に光ファイバ未整備地域の通信環境の整備に着手し、令和４年度には市域内の全エリアで光
ファイバによる通信環境が整備され、地域内の情報格差が解消される見込みである。
　上記のほか、ＡＩ・ＲＰＡの導入に着手するなど電子自治体の実現に向けた各種事業に取り組んでおり、ホームペー
ジのアクセス数では測れない部分を含め、本施策は十分な成果を得られていると評価する。

A

555555



基 本 目 標 市民協働による自主自立の行政経営 展開方針 自主自立の行財政システムの確立 施策番号

施 策 名 広域行政の推進 136
担 当 課 企画部企画課

関係課（組織順）

取組の結果（内容）

　圏域内の構成自治体間で確認をしながら、各構成自治体をはじめ圏域全体が発展することを目指して取り組んできた。札幌広域圏
組合については、令和元年７月をもって解散したが、平成31年３月に札幌市と連携協約を締結した「さっぽろ連携中通都市圏」におい
て、従来実施してきた事業を引き続き実施しており、構成市町村はこれまでの８市町村から12市町村に広がった。 また、令和元年８月
に恵庭市と連携施策の充実拡大に関する覚書を締結し、各種連携事業の取組を進めるとともに、共通する地域の課題解決、行政事務
の効率化に向け積極的に連携を進めている。

施策の達成度
評価理由

　これまで広域連携で実施してきた取組については、圏域内で回遊性のあるイベントなどを通じて交流人口の拡大の
一助になっており、各自治体において賑わいを創出させるとともに、それぞれの地域のＰＲにもつながっている。
　全国的に人口減少が予想される中、国においても、まち・ひと・しごと創生総合戦略等における連携中枢都市圏構想
など、様々な分野で市町村間の広域連携を推進しており、広域連携による取組を今後も継続して行うことで、広域連
携の重要性だけでなく、多方面での可能性を含んでいることから、本市独自の取組とは別の側面から、本市の発展に
つながる広域圏活動を進める。

A

565656


